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はじめに 
 本報告書は 2008 年度から 2009 年度に遂行した千葉大学人文社会科学研究科の研究プロ
ジェクト「アジア太平洋地域の経済的多様性と協力可能性の検証」の成果をとりまとめた
ものである。筆者らがこれまでに行ってきた研究分野が本プロジェクトタイトルとなって
いる。
周知の通り、「ボゴール目標」とは、「APECの先進メンバー（エコノミー
世界大の貿易システムに関し、WTO（World Trade Organization、世界貿易機関）お
よびFTA(Free Trade Agreement、自由貿易協定)への関心が良きにつけ悪しきにつけ高まる
中、APEC（Asia Pacific Economic Cooperation、アジア太平洋経済協力）への関心は一般
および産官学のいずれにおいても、現在いわば底を打っている状態と思われる。しかしそ
の一方で、2010年には首脳会議を含めたAPEC公式諸会議の日本開催が正式に決定している。
この 2010年という年は、APECの掲げる貿易自由化の目標（ボゴール目標）の最初の目標達
成年であるため、APECを巡る貿易投資の自由化・円滑化の議論が再燃することが予想され
ている。 
1）は遅くとも
2010年までに、また、発展途上のエコノミーは遅くとも 2020年までに自由で開かれた貿易
及び投資という目標を達成する」という目標であり、1994年 11月のインドネシアのボゴー
ル宮殿における首脳会議の「APEC経済首脳の共通の宣言」（いわゆる｢ボゴール宣言｣）に
おいて、この目標が掲げられた。具体的には、１．貿易・投資に関する障壁の更なる削減、
２．財、サービス及び資本の自由な流れの促進、３．GATTとの整合性の確保、４．内向き
の貿易ブロックの創設への強い反対、５．ウルグアイ・ラウンドにおける約束の完全かつ
遅滞なき実施、６．ウルグアイ・ラウンドの成果の深化及び拡大を目的とする作業への取
組み、などを含んでいる。APECの「開かれた地域主義」の意図は、４の内向きの貿易ブロ
ックへの強い反対という政策姿勢に明らかである。1994 年以来貿易投資の自由化円滑化が
目標とされているが、「貿易投資の自由化円滑化」とは具体的にどのような状態を意味す
るのか、について明確な合意は存在しておらず、このことがAPECの実効性への疑問の根拠
ともなっている。またAPEC域においては、内包する多様な経済活動状況こそがこれまで経
済統合を阻んできた弱みであるとともに、その多様性を比較優位として捉えることができ
るとき、それはAPEC域の強みともなる。本研究プロジェクトではこの多様性に基づく経済
活動の強みを今後の具体的な政策課題にまで落とし込むための基礎的研究成果を提供する
ことを目的としたい。 
                                                   
1 APECにおいては、主権国家の認知に関する国際的な見解の相違に配慮し、メンバーを「国」
や「地域」ではなく、「エコノミー（経済域）」と呼称している。 
 本冊子に掲載の論考（５本）およびデータ整理（１本）は以下の通りである。第１章か
ら第５章までが論考であり、第１章（斉海山執筆）として、多様性の視点に基づく経済研
究の基礎としての「自己組織化の経済学」の系譜を複雑系的な視点より取りまとめ、続く
章における研究の背景とする。第２章（斉海山執筆）では、東アジアに焦点を絞り、同地
域の実質的な経済統合を第１章で取り上げた「多様性」の観点より特に域内貿易に焦点を
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当てて分析する。第３章から第５章までは英文によるこれまでの研究成果である。アジア
太平洋地域を取り巻く経済環境について第３章（石戸光執筆）で概観した後、第４章（石
戸光執筆）においてはアジア太平洋地域の「多様性に基づく貿易利益」について、空間経
済学的な視点より考察を行っている。最後の第５章（石戸光執筆）では、主流派経済学の
経済観、すなわち非多様もしくは等質的な経済主体が完全合理性をもって行う効率的行動、
という視点の是非について公共哲学的に考察を行っている。データ整理（Data Compilation）
は、APECを取り巻くサービス貿易分野のWTOにおける自由化コミットメントに関する「多様
性」について独自の整理をおこなった。今後の更なる考察のベースとなる資料である。 
 
いずれの成果も学問的に発展途上の内容であり、本研究プロジェクトはアジア太平洋地
域の多様性を公共研究の視点から捉えようとする筆者らの今後も続く研究努力のほんの一
里塚に過ぎないが、公共空間において少しでも役立つものとなれば幸いである。 
 
石戸 光（研究代表者） 
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「自己組織化」の経済理論に関する一考察 
第１章 
斉 海山 
はじめに 
 「多様性による経済発展」の研究とは、生物学における「多様性」「自己組織化」「自
己淘汰」「共進化」などの概念を用いて、多様性が技術共進化を引き起こし、多様性が経
済発展に手助けするという論点を、経済学的分析することである。この場合、経済システ
ムは「自己組織化する」経済システムであり、技術の進化は、生物が生まれる前の化学進
化や、適応的な共進化と同じような法則によって支配されていて、「急速な経済成長は、
商品やサービスの多様性が閾値を超えた時に始まる」という理論背景から論じることであ
る。このような考えが盛んになったのは 20 世紀 90 年代の複雑系の研究である。1990 年代
において、それ自体が創発的暴発といえるような「複雑系」の科学の飛躍的発展が見られ
た。複雑系とは、系の構成要素である部分部分の性質の和のみでは、全系の性質が記述で
きないものをいう。生物個体を例に取ると、構成要素である炭素や窒素や酸素などを正確
な割合で混ぜ合わせても、生命は生じない。要素が「多数」集まることによって、それま
では存在しなかった性質が現れ出る。この現象を「創発」と言う。言い換えれば、各要素
にはない性質や秩序が自発的に生まれ出ることに相当し、「自己組織化」と表現できる。
複雑系には、生命体から、進化の仕組み、気象現象、経済システム、国際政治まで、非常
に幅広い系が含まれている。そして、「複雑系」経済学の研究とは、自立分散的自己組織
化として市場経済を研究し、経済学に人間の命を入れようとした考えである。ところが、
経済学に人間の命を取り戻すと言う考えは「複雑系」だけの考え方ではない。進化経済学、
制度経済学、空間経済学などにも、このような考え、あるいは似たような考えが存在し、
様々場面で議論されてきた。本章では、「多様性」、「自己組織化」の概念を念頭に置き、
まず第一節において哲学の根拠として「システム哲学」から始め、関連する経済理論ない
し生物学、物理学の理論を概観し、理論的文脈を作りたい。そして第二節においては、さ
らに体系的に考察するために、進化経済学、空間経済学、制度経済学、生物学、物理学の
関連理論、と暫定的に分類し、進化経済学体系の経済学者、科学者について分類の上考察
を行う。そして最後の第三節においては、「複雑系」の理論を暫定的なまとめを行う。 
 
第一節 「システム哲学」の考え方 
1.  概念 
 システム哲学（Systems Philosophy）は、現代システム2
                                                   
2 システム本来の意味は、「一緒にまとまってある」ということであり、現代的な意味では、それは各部分
が相互作用し、相互依存し、相互自立し、相互存在し、相互進化し合っている全体である。 
理論に内包されているシステム
科学とシステム工学･技術の二つの分野に加えて、哲学的分野として価値論、認識論、存在
論、形而上学的側面などを専ら研究する分野として発展してきたものである。 
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① システム科学は、ある対象をまず、最初に私的に決めて、その時代の最高の技術、
技法を用いて仔細に分け、その結果から新たな知、知的情報を取り出して、公的に
システマティック（機械論的）に一般化し、それを公表して検証に対言えるものを
作り上げる方法を取るアプローチである。 
② システム工学･技術は、ある種の目的を私的に決めて、その目的を実現していくた
めに、より合理的かつ効率的にコントロール（制御）された道具、機械、人工物を
工学化し、それらを生産して公的な場に供給していく工学、技術、しかもその工学
や技術がエネルギー連結よりも情報連結によって、よりシステマティックに稼動で
きるようにするアプローチである。 
③ システム哲学は、解ける対象を解けるようにしか解かないシステム科学を異なって、
解けない対象とそれを含む世界全体に対しても、私的に、思弁的に、かつ理性的に
解こうとする哲学の立場を受け継ぎつつ、システム科学やシステム工学･技術に批
判、評価、意味付け、価値、規範などを公表して伝え、システミック（システム理
論的）に自然、人間、社会、世界、秩序、本性などを研究し解釈を加えていくアプ
ローチである。システム哲学は相互作用、相互依存、相互自律、相互存在、相互進
化を組み入れ、地球の上で共に尊敬し合いながら学んでいく哲学である。システム
哲学は、過程重視、創造･創発重視、相互進化重視、共存重視、全体性重視の哲学
である。 
2. システム哲学の対象 
 E･ラズローは、システム哲学の研究対象を特定化するに際して、知的伝統の尊重と経験
諸科学の研究成果を十分に考慮し、地球上に存在している自然的実態としての具体的シス
テム、例えば素粒子群、原子、分子、結晶体、ビールス、有機体、生態系、社会、諸制度、
国家などから、更に心的現象までもある統一的な理論から再概念化可能と見なし、それら
の一般理論（いろいろな具体的システムの一般理論）を求めたのである。その結果が、自
然システム（Natural Systems）と認識システム（Cognitive Systems）の二つの認識であ
る。 
 自然システムの研究は、具体的システムである素粒子群、原子、分子、有機体、生態系、
社会、国家などの物質やエネルギー、すなわち物理的出来事を処理するシステムの一般理
論を、認識システムは、具体的にシステムの心的現象（知覚、感覚、感情、性向、意志、
思考、記憶、想像、意識、経験など）の情報的側面、すなわち心的出来事を処理するシス
テムの一般理論を研究する。E･ラズローは、これら二つのシステムに共通なシステム的不
変性と構造的同型性に止目し、一つのシステム―サイバネティックス･モデルをデザインし
た。このモデルによれば、自然システム N は、 ),,,( δγβαfN = 、また認識システムQは、
),,,( δγβαfQ = と定式される。ここで両システムを定めるα は、システムの状態特性を
表す。それは、より具体的にはシステムの「全体、秩序、非還元性」を意味し、両システ
ムに取って不変である。β は「ファースト･サイバネティックス」で適応的自己安定性を意
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味し、γ は、「セカンド･サイバネティックス」の適応的自己組織性のことを言う。最後にδ
は、システムの「重箱型階層性」を意味している。従って、 
 
),,,( δγβαfN =  
),,,( δγβαfQ =  
QN =  
を求め、両システムは構造的に同型であるとする。この関数式で理解されるように、各変
数は離散で無関係でなく一つのシステムの中で連合形式をとっている。自然的諸実体はす
べてこれらの四つの変数を持っているということである。 
3. システム哲学の認識論の基礎 
 システム哲学の基本的な認識モデルを構造論的のつかむならば、システム―サイバネテ
ィックス･モデルで提示することができる。そのシステム―サイバネティックス･モデルは、
経験科学の研究対象となっている自然的諸実態としての具体的なシステムの現在までの研
究から四つの不変性を要件としている。第一は、「全体、秩序、非還元性」、第二は、「ファ
ースト･サイバネティックス（自己安定性）」、第三は、「セカンド・サイバネティックス（自
己組織性）」、最後に、「重箱型階層性」である。 
① システム―サイバネティックス･モデル：全体、秩序、非還元性 
 このモデルの第一の要件は、全体、秩序、非還元性である。これらの概念は、自然
システムと認識システムの時―空における状態特性を捉えるために不可欠な概念であ
り、このモデルの「システム･･･」と言う用語がその特性を表象する。システム哲学は、
自然システムと認識システムを構成する具体的なシステムである自然的な諸実体を非
加算的システムと考え全体を部分に還元不可能とし、関係に導かれた非加算的システ
ム特有の全体と秩序を有すると認識するのである。 
② システム―サイバネティックス･モデル：ファースト･サイバネティックス 
このモデルの第二の要件は、ファースト･サイバネティックス（自己安定性）である。
この概念は相対的に閉鎖的で相対的に開放的なシステムの範囲にある自然システムと
認識システムの物質、情報、エネルギーの入―出力と、それらのフィードバック過程と
動的構造の研究に関係し、またそれら二つのシステムの制御過程のある重要な側面を表
象する概念である。ファースト･サイバネティックスは自然システムを認識システムの
既存の秩序化した全体のパターンをそれらのシステムの臨界域内に規制し、それを維持
し安定化を図って行く諸過程を取り扱うもので、例えば生物の形態維持やホメオスタシ
スの自己安定化機能の範囲までを取り扱う。言い換えれば、あらゆる自然的諸実体は、
変化する環境の中で自らを存続させていると言うことである。 
③ システム―サイバネティックス･モデル：セカンド･サイバネティックス 
  このモデルの第三の要件は、セカンド･サイバネティックス（自己組織性）で
ある。この概念は、自然システムと認識システムが環境からの外的諸力を受けた
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り、パラメトリック･フォーシングを通じて反応し、既存の構造を自ら変更し、再
組織化（再秩序化）して行くいわゆる進化、発展、学習などの側面に用いられる。
ファースト･サイバネティックスが自然システムと認識システムの過去から現在
までの進化、発展、学習の結果として産出され、秩序化された全体のパターンを
維持する自己安定化機能の側面に用いられるのに対して、セカンド･サイバネティ
ックスは、それら二つのシステムを進化、発展、学習によって現在まで達成させ
てきた側面と同様に、現在から未来に関わる新たな秩序状態を再編して行く進化、
発展、学習の側面にもまた用いられる自己組織化機能である。ここで、自己組織
化機能の理論的定義は、第一に、自己創造、進化、発展及び生命、知性すら宇宙
的存在として何ら特異な事件でもなく神秘な存在でもなくといい、第二に、第一
の出現に必要だったことは、例えば、生物が進化するに必要だったものは炭素、
アミノ酸や他の物質ではなく、それらを進化させるに至った過程がダイナミック
で系の法則が不変でそれが孤立している時に、どんな系にも生命や知性が不可避
的に発展すると結論している。セカンド･サイバネティックスは、あらゆる自然的
諸実体は、内的、外的環境の挑戦に呼応して自らを創造すると言うことである。 
④ システム―サイバネティックス･モデル：重箱型階層性 
  このモデルの第四の要件は、重箱型階層性である。この概念は、自然システムと認識
システムを構成するあるレベルのシステムに関して、下位と上位との関係、及び時―空に
おける全体的構造と非加算的システム特有の適応（機能的適応と構造的適応）のあり方を
捉えるために不可欠の概念である。非加算システムの場合、「関係」が大切である。生物
有機体（人体を含む）は、細胞組織、細胞質、染色体、遺伝子など（それぞれはまた下位
の分子、原子などから構成されている）によって構成され、その秩序化された全体のパタ
ーンは、重箱型階層の構造を形成している。生物有機体を構成している各下位の構成要素
（部分）は、機能的生物有機体という全体に対して、それら独自の自由度もしくは特性を
持ちながら相互に協力し合って適応3している。生物有機体という全体は、各諸要素に対
して、自らの側で自己を絶対にバラバラに分解し、諸要素に分けられない4
4. システム主義思想における存在論と方法論的アプローチの特徴 
という意味で
システム的適応をしているのである。ところが生物有機体という全体は、もう一つレベル
の高いシステム、例えば集団、社会などに対しては、相互に協力しあって適応しているの
である。重箱型階層性は、あらゆる自然的諸実体は、自然の階層性の中にあって各々が触
れ合い相互に整序し合っているということである。 
 〈存在論〉 
① 社会とは、単なる個人の寄せ集めでもなく、超個人的実体でもない。それは、基本
                                                   
3 これは、全体を崩壊させない意味での適応形式（機能的適応）であり、全体を崩壊させて新たな構造を
形成すると言う適応形式（構造的適応）もある。 
4 全体は、厳然として部分の方から一方的に構成されており、下から上への連続性と上から下への非連続
性、従って上から下へ、全体から部分への還元不可能を持つ。 
 7 
的な下位システムとしての人間及び人間集団からなる人間レベルのシステムであ
る。 
② 社会はシステムであり、従って、システム的特性を持っている。その特性は、下位
システム間特有の機能と諸関係とが合わさった下位システム全体の非加算的属性
から創発的に出現してくるものである。あらゆる具体的なシステムとして存在して
いる社会文化システムは、第一に諸属性の集合、第二に、諸属性の集合の間の諸機
能の集合、第三に、下位システムの処理する情報、物質、エネルギーの集合、第四
に、下位システム間の諸関係の集合から構成される。 
③ 社会の構造化されたシステムは、その残余の専断的に抽象化された部分に作用を及
ぼすと同じように、社会構成員にも作用を及ぼす。下位システムとしての社会間の
相互作用は、社会システム間の相互作用であり、社会変動は、社会文化システムの
属性の変化から起こり、個々人及び基底グループの機能と諸関係の変化に基づく。 
〈方法論的アプローチ〉 
① 社会の研究は、その構造と機能及びこれら二つのダイナミックな変換過程の研究で
ある。 
② 社会的諸事実の説明は、社会全体の状態とその社会の自然及び社会的環境の状態と
関連つけてなされる。個人行動は、期待を生じさせたり、緊張を与えたりするダイ
ナミックな社会構造内における役割搬荷者の行動として説明可能である。 
③ 社会学的仮説及び説明は、社会的、歴史的事象との関連で検証され、その仮説は、
社会構造、機能と変換過程及び個々人と基底グループを含む社会的下位システムに
言及するものである。 
 
第二節 進化経済学の体系 
 進化経済学とは、最も簡単に言えば、進化的視点から経済と経済学を対象として研究す
るアプローチである。経済学における進化の概念は、リチャード・ネルソンとシドニー・
ウィンター(Nelson and Winter,1982)の研究以来、「進化」と言う語が再生を遂げた。しか
しながら、多くの経済学者がこの語を使う時、その概念や意味はしばしば曖昧で多義的で
ある。ここでは、まず、「進化」概念の多義性を整理し、その全体的構造を得た上で、各経
済学者の進化理論に入りたい。経済進化概念の分類については、図 1 のようにホジソン(西
部忠監訳、2003)の分類に従い、「進化」の意味を類型学的に六つ分類し整理している。 
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図 1 経済進化の意味の分類 
 
出所：ジェフリー・M・ホジソン［西部忠監訳］(2003)より。 
1. マーシャル経済学 
１） 生物学的なアナロジ  ー
   マーシャルの著作から，生物学的アナロジーを探すのは難しいことではない。主要 3
著作の中では，『原理』が最も多く，第 4 編第 8 章「産業組織」が代表的である。そこ
では，ダーウィン，スペンサーの自然選択，分化と統合という視点だけではなく，獲
得形質の遺伝に関してや優生学への言及なども見られ，豊富な生物学的アナロジーか
ら産業の組織を捉えようと試みられている（その他，第 4 編第 13 章においては，企業
の台頭，成長，衰退というライフサイクルを木のそれにたとえている）。  
   19 世紀後半は，ダーウィンの『種の起源』をはじめとして，生物進化論に関する研
究が多く発表された時期である。その過程で重要な役割を果たしたのが，統計学的手
法による遺伝の研究であった。マーシャルはダーウィン的進化論の観点からのみ捉え，
「最適者生存の法則」を通じた自然選択の手法を取り入れたものとして把握しようと
した。競争を通じた淘汰のプロセスが，経済的自由を重視するマーシャルの経済学体
系において重要であり，自然淘汰の概念を無視することはできない。マーシャルは，
方法論争では，帰納と演繹，個体論と全体論の両方を重視していた。マーシャルは部
分と全体との関係を捉えると同時に，全体としての進化を相互作用による共進化構造
として捉えていたのである。すなわち，マーシャルは，人口の増加や知識の蓄積など
を含め，”ceteris paribus”、すなわち｢与件に変化がなければ｣という制限が外れる超長
期の状態においては，各産業内における各企業の競争は，互いに影響を与えあうこと
で産業自体の発展を促すと考え，さらには産業同士の相互作用による一国経済への影
「経済進化」 
1 発展的 
1.1 単線的 
1.2 多線的 
［マルクス、ホブソン］ 
2 発生的 
 「遺伝的」 
2.1 個体発生的 
2.2 系統発生的 
2.1.1 連続的 
［スミス、メンガー、 
 ワルラス、マーシャル］ 
2.1.2 断続的 
［シュンペーター］ 
2.2.1 完結的 
［スペンサー、ハイエク］ 
2.2.2 非完結的 
［マルサス、ヴェブレン］ 
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響も考慮に入れていた。 
  マーシャルは，社会そのものを有機体として捉えた。それゆえ，経済は個々の部分
の力学的関係にのみ焦点を当てる静学的均衡論では理解できないとされた。マーシャ
ルは『原理』の中で，有機体としての社会についての何らかの理論を展開しているわ
けではないが，『原理』第 6 編や，それ以降の 2 著作に見られる歴史的視点からの社会
有機体の進歩の分析は，社会有機体へのアプローチの特徴を示唆しているといえる。
それは，歴史的時間を考慮し，部分と全体を考慮した説明方法である。 さらにマーシ
ャルの有機体観は，産業組織のみにとどまるものではなかった。彼が経済学の目的と
して捉えた貧困問題の解消を，人間の進歩を通じて解決しなければならないと考えた
からである。そこで，経済学において人間性の可変性を考慮に入れ，ありのままの人
間を取り扱うために，生物学的な方法が必要だったのである。マーシャルの経済理論
への評価は次の通りである。 
① ギルボー：『原理』は、総論編であったため、景気循環に起因する現象を意図的に
考察の対象から外れているものの、全体的にみれば、マーシャルは一本一本の木（純
粋理論）よりも、森（現実の社会）に関心を寄せていたので、現実とのかかわりが
なくなるような点まで、理論的考察を進めることを意識的に避けた。その結果、マ
ーシャル体系は、ケインズ体系と比しても、かなり複雑なものとなっている。ケイ
ンズ理論は基本的に短期理論であり、有効需要が大幅に不足しており、労働と資本
が雇用されずに堆積し、他方できわめて高い流動性選好が存在している状況を想定
している。マーシャル体系はこれに対して短期･静態を前提していない。経済は絶
えず変化しているのである。人口は増加し、資本も増加し、人々の嗜好も変化して
いるし、技術も変動している。拡大しつつある産業もあれば、縮小過程にある産業
もある。一産業内の企業も同様である。季節的･摩擦的失業もあれば、需要の変化
や技術の変化による構造的失業もある。ただし失業の総数は、有効需要の不足を起
こすほど大幅なものではない。その意味では、大まかにはマーシャルの世界は、セ
ー法則が支配している。結果的に事前的貯蓄が事後的投資に等しくなるような資本
市場と金融市場を有している。しかし、重要なことは、マーシャルの社会は全般的
な均衡が存在しない世界である。短期において準地代が存在するということは、経
済が均衡していないことを示している。しかもこの体系がマーシャルのすべてでは
ない。マーシャルはこれを土台にして、より一層具体的に現実に迫る努力を続巻で
続けるのである。 
② シュンペータ ：ーマーシャルは経済学が発展に関する科学であることを思った最初
の経済学者の 1人であり、また特に彼が取り上げようとした人間性が順応的かつ可
変的なものであり、環境の関数であることを思った最初の経済学者の 1人である。 
③ ハウェイ：効用概念の独立の発見者としてのマーシャルと言う彼の周辺におけるイ
メージつくりに対して、マーシャル自身があいまいな立場をとり、結果的にジェヴ
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ォンズに対して不公正な態度を示したと批判する。 
２） 進化論的経済学の範囲―未完の体系 
   マーシャルは、『原理』だけではなくそれから 30 年も経過して、2 つの大著、『産業
と商業』（1919）、『貨幣･信用･貿易』（1923）を公刊した。彼は第 4 番目の著作を計画
し、完成を目指していた。この著作は政府の行動が中心となる予定であった。しかも、
マーシャルはこれらの四つの著作を一貫した経済学体系を表す連続的著作として、当
初から企画していた。この体系を進化論的経済学と呼ぶことができよう。 
 
① 種としての社会の進化 
 マーシャルは、自由企業が進化の原動力となってきたが、他方その悪弊、つまり貧
困の解消には、人間そのものが知的にだけではなく道徳的に倫理的に向上しなければ
ならないと述べている。これは、人が単なるたくさんの所得を手に入れるだけで本当
に貧困解放されるわけではないことを強調したのである。個体としての個人が豊かに
なるだけではなく、次の世代が種として豊かになることを通じて社会全体もメンバー
が豊かになっていく。このための必要な条件は、物的に豊かになることに加えて、倫
理的に向上することである。個体としての自己利益だけではなく、種の利益、すなわ
ち社会を発展させ豊かにする利益、社会的利益が実現されなければ、究極的には、そ
の社会のすべてのメンバーが同時に豊かになることはないのである。このため個人に
要求されることは、自分ではなく他人ために、少なくともそのことものために自己の
資源や能力を使用し、あらゆる面で高級な存在を社会に存続させるようにすることで
ある。このような動機を支配するのは、人間の倫理である。 
 
② 『原理』と『産業と商業』の関係 
 『原理』は研究の「基礎」ないし、出発点であるが、その意味は、正常はケースを
分析の対象とするという位置づけを持っている。『原理』は「通貨や市場組織のような
特殊な問題を避け、産業構造、雇用、そして賃金問題のような案件に関しては、その
正常な条件のものを取り扱っている」（Marshall 1961）。そして、マーシャルは、『原
理』と『産業と商業』との研究の分割の例証として、市場の運動の場合を次のように
述べている。「ある企業が生まれて、成長し一流になり、没落することは、経済進化の
歴史の中で「最も頻繁に発生し詳細に観察できて細部まで研究できるほどに秩序ある
自然の表現」であり、「ほとんどの科学研究と同様に経済研究の基礎である。他方、気
まぐれで稀にしか発生せず観察の困難な表現は、通常ではもっと後の段階で特殊研究
に保留される」。 
 
③ 代替の原理の作用 
 マーシャルは、経済進化には原理が、しかも根本的原理が存在すると考えていた。
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それが、有機的社会の進化である。経済学が対象とする実業の世界においてマーシャ
ルは、代替の原理（Principle of Substitution）が不断に作用すると強調している。こ
の原理は、生物学の適者生存の法則の限定的適用でしかないのである。代替の原理と
は、より優秀な生産要因が、選ばれて生産に使用され社会に存続すると言うことであ
る。逆により劣等な生産要因は、淘汰される。生物の進化において、すべての相違は
種類の相違ではなく程度の相違でしかない。白鳥と黒鳥とが形態において大きく相違
しているのに、その間には、羽の色が黒と白という顕著な事実以外にはほとんど相違
はない。生物の進化は、ゆっくりと長い時間をかけながら、不断に連続的に進化して
来たのである。その結果、生物の世界は、現在の環境に最も適応して最高に利益を獲
得している存在から次第に適応の程度の低い存在まで連続的な体系を構成しているの
である。そして進化の旅に、より高度な適応する存在をもたらし、限界的存在を淘汰
してきた。生物の進化と類似して実業の世界を進化させる要素が、代替の原理である。
ただ、その結果が現れてくるには、生物の進化と同様に、長い時間が必要である。つ
まり、ある代替が生じても、その即時的結果と、究極的結果とが同じ傾向を持つとは
限らないのである。このような複雑な現象の研究であるが故に、マーシャルは、はじ
めに、正常なケースの実業界の運動を分析することにしたのである。 
 
④ コスモポリタンの観点の研究 
 有機的社会は、連続した統一体であるだけではなく、生命の進化の歴史と同様に、
その進化も連続的ある。それゆえに、マーシャル経済学は、一国の経済分析だけでは
完結しない。生命の進化の現段階がそれまでのすべての段階に依存しているように、
ある国の現在の産業の発展状況は、その国の歴史だけではなく残りすべての世界の
国々のそれにも依存している。一国の産業発展は、コスモポリタンに、つまり、全世
界的に他の国々のそれにも相互依存している。 
 
⑤ 『原理』と『貨幣･信用･貿易』との関係 
『貨幣･信用･貿易』は、『産業と商業』とは姉妹編であった。従って、前者の著作の
『原理』に対する関係は、第一には、『産業と商業』と『原理』に対する関係と同様で
ある。マーシャルは『原理』では、貨幣の購買力が一定と暫定的に前提する。貨幣の
金額の大きさが、人間の行動の動機の強さを測定するのである。しかし、貨幣の購買
力そのものの変化が、重要な問題である。貨幣の購買力の変動は、物価の変動を伴い、
それゆえ、信用の変動をも伴う。これらは相互に依存して変化する。しかも、信用の
変動は、債権債務の関係の変動を意味している。しかし、マーシャルは、『原理』で一
国の富の中には、債権債務は勘定されないと述べている。一国の債権と債務は全体で
は相殺されるからである。このような貨幣の購買力、通貨制度や信用組織の進化と、
これらが産業や商業に及ぼす影響の研究には、貨幣論の著作が必要である。 
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⑥ 全世界的相互依存 
 マーシャルは、『産業と商業』では、一国の産業上の主導権の地位がコスモポリタン
な相互依存との関係でどのように発展するかを説いた。『貨幣･信用･貿易』では、彼は、
この相互依存を実際につなぐ部分に焦点を当てたようである。すなわち、人、財、資
本の移動である。だが、財と資本の移動には、貨幣が不可欠である。貨幣は、単に財
の交換手段であるだけではない。財の価値の貯蔵手段であり、支払い手段である。こ
こには、信用の機能も不可欠である。産業の発展と共に、たくさんの資本や労働が投
入され、財が作られ、貿易されるようになれば、それに対応して、貨幣や信用が発展
し、これらを取り扱う組織も発展しなければならない。そして、その購買力の変化が
検討されなければならない。かくて、マーシャルは『貨幣･信用･貿易』を貨幣の歴史
の検討から開始している。 
 
⑦ マーシャルの達成したこと 
 『原理』は、マーシャルの体系の出発点であり、『産業と商業』と『貨幣･信用･貿易』
は『原理』の続巻であると共に姉妹編であった。「これら三つの著作は、著者の力に及
ぶ限りで経済学の主要問題のすべてを取り扱おうと企画されたものである」（Marshall 
1961）。経済学が直接に取り扱う第一のグループの問題は、「富の、消費、生産、分配、
そして交換、更に産業と商業との組織、貨幣市場、卸売業と小売業、外国貿易、そし
て、雇用者と被雇用者と諸関係」である。これらを影響する諸原因は何であるのか。
これらの運動すべてが互いにどのように作用し、反作用し合うか。これらの運動の究
極的傾向は、それらの中間的傾向とどのように違っているのか。第二グループの問題
は、いかにして、経済は望ましい方向へ発展するかという問題である。つまり、どれ
ぐらいの厚生の増加が任意の社会階級の富の所与の増加のみから生じるのか、勤労の
効率はその階級の所得の不足によってどの程度損なわれるのか。その階級の所得が増
加したとして、増加した階級の効率とか稼得力にどの程度の影響を与えるのか第三グ
ループの問題は、自由、特に経済的自由である。マーシャルにおいて自由は、希望、
変化と共に非物質的な効率必需品の一要素であった。これらの三つのグループの問題
はマーシャルが刊行した三つの著作の主要な対象となった部分である。最後に、マー
シャルが挙げている第四のグループの問題は、政府の問題である。 
 
⑧ 未完の第 4 巻：人間生活の社会的側面の研究 
 以上の四つのグループの諸問題は、「経済学の主要な仕事である事実を集め、分析し、
推論する仕事がそれらの問題の本質に関連させられなければならない」主要な問題で
ある。これらの問題が、マーシャルの進化論的経済学の、いわば固有の対象というわ
けである。しかし、マーシャルは、実際問題の観点からは、以下のような重要な問題
が生じているという。第一群の問題は、経済的自由の中間的結果と究極的結果の相違
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である。第二群の問題は、富の平等な分配である。第三群の問題は、労働の質、形態
である。第四群の問題は、個人活動と集団活動の関係である。第五群の問題は、政府
の干渉の種類と程度である。第六群の問題は、富を使用する方法である。 
 
2. ヴェブレン5
  経済学は進化論的科学でなければならないというのが、ヴェブレンの一貫した考え方
である。彼は、「進化論的経済学は、経済的利害関心に基づいて決定されるような文化的
発展に関する一般理論であり、従ってまた、過程それ自身に基づいて叙述された経済諸
制度の累積的継起に関する一つの理論でなければならない。」と述べている。ここでまず、 
ヴェブレンの進化論の特徴を確認しよう。 
の理論 
① 累積的進化の理論 
社会進化が「生存のための闘い」を通じる「自然淘汰」の過程であり、社会制度や
人間資質における進歩は、「環境」に対する諸個人の「強制的適応」と「最適な思考習
慣の自然淘汰」に帰する。ヴェブレンは、「制度」＝「支配的な精神態度や習性」＝「思
考習慣」＝「人間関係の体系」は、「適応」の結果であるだけでなく、同時にまた次期
の「淘汰の効果的な要因」でもあると指摘しているように、それが、社会進化プロセ
スの中で、先行プロセスの結果である同時に後続プロセスの前提をなすという二重の
役割を担うものとして、理化される。ヴェブレンは「変化する環境」と「生物」と間
に「制度」と言う「思考習慣」あるいは「精神態度や習性」が媒介として置かれ、し
かも「変化する環境」と対峙する「生物」の本質が、「精神態度や習性」つまり「制度」
として捉え帰されている。ヴェブレンのいう「生物」は単なる生物学的な規定にとど
まらず、文化人類学的視角からの社会的･機能的な結合概念としてとらえられている。
「諸制度は変化しつつある環境と共に変化するに違いない。というのは、それが変化
しつつある環境が与える刺激に対応しようとする習慣的な方法という性質をもつから
である。これらの諸制度の発展が社会の発展である。制度とは、実質的に、諸個人及
び共同社会の特定の関係や機能に関する広くゆき渡った思考習慣であり、従ってまた
生活様式、つまり、あらゆる社会の発展過程の一定の時と所で機能している諸制度の
総体を形づくるものは、心理学的側面から見ると、広くゆき渡った精神態度（spiritual 
attitude）や人生 観（theory of life）として、おおよそ特徴つけることができるだろう。」
というように、ヴェブレンの社会進化論の独自性と革新性は、以下の 2 点にある。第
一に、社会進化の過程を、「変化する環境が与える刺激への習慣的応答の方法」＝「均
衡化」のプロセスとしてではなく、「発生史的」及び「心理学的」な観点から立体的か
つ重層的にとらえようとした。第二に、「精神態度」や「人生観」更にはまた「性格類
型」の機能的な「総体」的変化の過程として解明することによって、歴史過程におけ
                                                   
5 ソースティン･ヴェブレン（1857～1929）は 20 世紀初頭期のアメリカの経済学者･社会学者である。著
作は『有閑階級の理論』、『営利企業の理論』、『技術者と価格体制』などがある。 
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る連続性と断続性を、「均衡化」という予定調和的社会理論の枠組みへ依存することは
なく、動態的かつ統一的に把握しようとした。 
 
② 社会退行の理論 
思考習慣の変化が外的な「強制」なしには生じ得ない程に困難なものとすれば、人
間がそれを回避し、慣れ親しんできた伝統的な「精神態度」や「考え方」に復帰しよ
うとしたとしても、不思議でもなんでもなく、自然なことである。ヴェブレンはこの
現象を「退行（retrogression）」と呼ぶ。社会進化における有閑階級の任務は、その進
展を妨げ、時代遅れであるものを存続させると言うものである（同時に成長を導く）。
社会退行の理論と社会進化は対立の関係ではない。社会退行の理論は、社会進化過程
にあるどのような社会も、それがひとつの独立した社会体制である以上、必然的に体
制としての自己保存や存続をはかる機能や作用を持つ、ということである。種として
の人類の自己保存を保証するものがワークマンシップ本能であったのに対して、制度
機構としての社会の自己保存を保証するもの、これが「社会退行」の論理と作用であ
ると言える。そうして「現代の有閑階級社会」の場合、それが累積的進化の産物であ
るがゆえに、「未開社会」、「野蛮社会」、「略奪社会」などの先行するすべての制度を自
らの内部に深く沈め込んでおり、従って退行の対象もまた、多様にありうるというこ
とである。だが、種の保存と社会体制の保存とは、同じように自己保存の法則に従う
といっても、その内容が大きく違う。社会の自己保存は、あくまでも部分理論として
のものであって、種の保存という一般理論の枠内にある特殊理論にすぎない。社会進
化の立場から見れば、種の保存や存続が満たされてさえいれば、特定の社会の存続は
保証される必要はない。逆に、特定の社会制度が、それとはまったく別の社会制度へ
と変化する必然性をもたらすことがある。こう考えると社会退行の理論は社会進化論
の不可分の一環である。 
 
③ 有閑階級の理論 
顕示的消費は財やサービス自体から得られる満足ではなく，消費することによって，
自らの社会的に高い地位を示すための消費。女性のドレスは、男性による顕示的消費
の一つである。衣装、言葉遣い、テーブルマナー、大学の創立、寄付、慈善事業とい
ったものも含まれる。われわれの社会で、「良い」あるいは「善い」と思われている
行為や考え方は、実は有閑階級が、競争心を発揮し他の階級との差別化を図るために
作り出した「制度」なのである。有閑階級成功した独占資本家階級は，日々の生活に
追われることがないという意味の有閑階級となる。有閑階級の消費は必要のためでは
なく，顕示するためのものである。現代資本主義社会で彼らが考え出した様々な様式
が，人々の思考の規範となっている。有閑階級の行動様式は，往々にして保守的であ
る。有閑階級ほど生活にゆとりが無い階級でも，人々は，有閑階級を基準として序列
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化を求める(競争心が働くため)。人々は，有閑階級の消費を模倣し，顕示的消費に走
る。例えばブランド品の購入，高級邸宅の様式を真似て住宅を建設するのがその例で
ある。このように、有閑階級の作り出した特殊な思考形式が、ある時代の人々の共通
の思考の習慣となっていく。 
 
④ 制度 
制度とは，その時代で支配的な人々の思考の様式である。有閑階級の創り出した様々
な様式は，人々の考え方 の規範となり，思考自体を支配する。有閑階級は，略奪者と
しての頂点で生活の苦労から切り離されているが，追従集団はそうではないので，互
いに競争し続けることになる。個々人の意志ではなかなか制度から脱却することがで
きない。 
 
3. シュンペーターの経済発展理論 
シュンペーターは 20 世紀を代表する第一級の経済学者であると認められている。シュ
ンペーターは静態と動態、発展と循環、経済発展と社会分化発展、理論と歴史、科学と
イデオロギー、経済制度と政治制度、経済と文明といった対をなす大きな問題を取り組
み、常に研究対象の全体像を多面的に描きながら、変貌する対象への根底的な接近を試
みた人であった。シュンペーターは三つの研究対象（静態、動態、社会文化発展）につ
いて、四つの方法（理論、統計、歴史、制度）を準備した。 
１） 静態･動態のアナロジ  ー
① 静態の倫理 
 経済に関しては、秩序を持った経済状態は均衡の概念によって表される。新古典派
経済理論によれば、与件としての資源の量、技術、嗜好、社会組織などが一定である
と想定すると、人間類型としての合理的経済人の行動様式（極大化）は、利己心の発
動と競争のメカニズムを通じて、一定の資源配分の状態、すなわち、財及び生産要素
の均衡価格と均衡数量をもたらす。これが経済静学の観察方法である。シュンペータ
ーはこれと同じ見方を他の領域にも適用しようとする。静学の方法は、特定の領域に
属する未知なるものを、その領域の外にある既知なるものに究極的に還元するという
ことである。彼は、特に歴史的方法を重視した。時間的要素を考慮に入れるならば、
経済の静態均衡は「定常循環」として表現される。 
 
② 動態の倫理 
 シュンペーターによれば、どの社会領域においても、その領域の内部から慣行的活
動の枠組を破壊する力が働く。これが発展の現象である。一つの領域が科学的研究の
対象として独自性を持つと見なすことができるのは、その領域に固有の人間類型が存
在し、その領域の諸要因が外生的与件の下で、独自のメカニズムを通じて一つの均衡
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状態に収斂するというだけでは十分ではない。その領域自身が自らの内部から革新（イ
ノベーション）を生み、旧来の秩序を破壊するというメカニズムを持つことが、その
領域の独自性を保証するもう一つの条件である。シュンペーターの『経済発展の理論』
は、革新（新しい財貨、新しい生産方法、新しい販路、新しい供給源、新しい組織）
の導入という形を通じて、経済発展が生み出される姿を描いたものであって、その中
心概念は、革新そのもの、革新の担い手としての企業者、及び革新の手段としての銀
行信用である。 
 
③ 人間的要素 
 シュンペーターがとらえる静態現象と発展現象との対比においては、人間的要素が
著しく強調されている。彼の議論から明らかのように、第一に、一つの研究領域を識
別するに当たって、固有の人間類型を見出すこと、第二に、その領域における静態現
象を与件の帰結としてとらえるに当たって、多数派の人間に見られる 平均的な行動
類型によってメカニズムを構成すること、第三に、発展現象を与件の破壊としてとら
え、少数派の人間にのみ見られる非凡な行動類型に注目すること――これらは一貫し
た議論である。静態と動態の関係については、「われわれの議論全体から、動態的均衡
というようなものは存在しないという結論が導きだされる。発展はその究極的本質か
ら見て、既存の静態的均衡の撹乱であって、もとの均衡あるいは他のなんらかの均衡
への復帰を目指すような傾向を全く持ってない。発展は静態的経済の与件を変更す
る。･･････発展と均衡とは互いに排除しあう対立事象である。静態的経済が静態的均
衡を、動態的経済が動態的均衡をそれぞれ特性とするのではない。そうではなく、均
衡はそもそも前者にしか存在しない。経済均衡は本質的に静態的均衡である」（1912）。 
 
２） 総体としての社会文化発展 
シュンペーターは社会生活の異なった領域に対して共通の観点を適用する。各領域
はそれぞれの人間類型を持ち、それぞれの与件に適応する静態のメカニズムと、それ
ぞれの与件を内部から変更する発展のメカニズムを持つことになる。シュンペーター
が提起した問題は次のようなものである。「すべての個々の領域は相対的に独立性を持
つにもかかわらず、任意の時点における任意の領域の任意の要素が、任意のほかの領
域の任意の要素との間にある関係を持つという一大真理、すなわちあらゆる領域のあ
らゆる状態が相互に規定し合い、相互に従属するという一大真理が存在するのはなぜ
か、もしこれらの領域の全体を一国の社会文化と呼び、その発展の全体を社会文化発
展と呼ぶならば、任意の時点における一国の社会文化が一つの統一体をなし、一国の
社会文化発展が常に統一的傾向を持つことはどのように説明されるであろうか」
（1912） 
社会生活の諸領域の間には複雑な相互関係が存在し、これを解明するためには社会科
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学の学際的とも言うべき分析が必要とする。シュンペーターによれば、この相互関係は
静態と動態の二つの視点から検討することができる。第一に、静態的視点から見ると、
一つの領域における内生変数の状態は、他の領域の状態を規定する与件であると同時に、
逆に、他の領域の内生変数の状態を与件として決定されたものである。この静態的視点
の下では、すべての領域の均衡状態が互いに両立しているという大規模な一般均衡が成
立する。シュンペーターはこの状態を「文化的レベルの静態的統一性」と呼ぶ。第二に、
動態的視点を取り、各領域においてイノベーションが生起している状態を考えると、領
域間の関係は各領域で起きるイノベーションの他の領域への相互的な影響を含むこと
になる。シュンペーターは、そのような相互関係の性質を次のように述べている。すな
わち、任意の領域におけるイノベーションは成功した指導者の社会的地位を高め、社会
組織に影響を及ぼす。またそのことを通じて、何が重要であり、価値があり、望ましい
かに関する社会的価値に影響が及ぶ。そして究極的には、あらゆる領域における人間行
動の前提や条件に変化が生じる。かくして、社会生活のあらゆる領域における発展は一
見したところ、異なった指導者によって担われるから、互いに独立のように見えるが、
あらゆる領域における発展を相互の関連を持った統一体にするものは、社会階級である。 
 
３） 理論･数学と歴史･統計 
シュンペーターは次の四つを経済分析の方法として挙げた。〈1〉理論、〈2〉統計、〈3〉
歴史、〈4〉経済社会学がそれである。シュンペーターのユニークさは経済社会学を  
導入したことにある。彼によれば、経済社会学は他の三つと違って、単なる経済分析
を超えるものであり、経済理論に対して外生的に与えられている制度の理論的分析を
行うものと定義されている。 
 
４） 『経済発展の理論』の本質と内容 
① 動態の内生的説明 
 シュンペーターは『経済発展の理論』において、均衡の概念に時間の要素を導入し、
一定の与件の下で経済が年々歳々同じ規模で、同じ内容を繰り返している定常循環
（Circular flow）を考えた。これがシュンペーターのいう定常過程（stationary process）
であって、静態均衡を論じる静態理論がこれに適用される。 
 
② 経済発展の 3 要素 
 シュンペーターの経済発展理論には、経済発展を特徴つける三つのキーワードがある。
第一に、「革新」（イノベーション）であり、経済発展の要因を表す。革新の内容は、新
しい財、新しい生産方法、新しい販路、新しい供給源、新しい組織を導入することであ
る。このような新しいものを経済に導入することによって、これまで経済が辿ってきた
慣行的な軌道は破壊される。革新は古いものを破壊し、新しいものを創造することであ
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って、創造的破壊と呼ばれる。第二に、「企業者」であり、経済発展の主体すなわち革
新の担い手を指す。シュンペーターのいう企業者は、生産者そのものを指すものではな
い、既存の商品や生産方法などに依存している生産者と違って、新しいこと、創造的な
ことを行うのが企業者である。第三に、「銀行信用」である。これは企業者が革新を行
うための手段である。彼らが新しい活動をしようとする場合、生産要素を支配下に置か
なければならない経済が完全雇用の静態にあるとき、新しい活動のために生産要素を利
用しようとすれば、生産要素をこれまでの用途から強制的に引き上げてこなければなら
ない。企業者は資本家あるいは銀行から新たな信用を獲得して、この新しく創造された
購買力によって生産要素に対して今までよりも高い報酬を支払う。企業者は典型的な債
務者である。 
 「革新」、「企業者」及び「銀行信用」によって概念される新結合の遂行が始まると、
経済過程の中に景気循環を含む一連の変化が引き起こされる。これらのプロセスを一括
して経済発展と呼ぶ。この経済発展は制度としての資本主義を前提としている。 
 
５） 総合と進化 
シュンペーターのヴィジョン6
 
は、経済学の範囲を超えて、社会現象の総合性と社会
の進化とを把握するまで及んだ。社会現象の総合性と言う視点は、社会を観察する横
の座標軸であって、縦の座標軸をなす進化と言う視点と結びつかなければならない。
シュンペーターにとって、社会科学の対象は、一方で、社会の諸側面が横に（同時的
に）相互依存の関係を持ち、他方で、社会が縦に（通時的に）自生的に発展する過程
である。社会を総合的にとらえる視点そのものは、必ずしも発展や進化の視点を意味
しない。「社会経済学」は、経済を中心としながら、社会の諸側面の相互依存関係を究
明する。他方、「進化的科学」は、経済社会が様々な側面を巻き込みながら、自生的に
発展する姿をとらえようとする。「経済社会科学」は「進化の科学」になって初めて動
態的なものとなる。シュンペーターが目指したのは究極的には「進化的科学」であっ
た。シュンペーターの考えでは、進化の源泉は社会の諸領域における指導者と革新の
生起である。 
第三節 複雑系の理論 
 複雑系の理論が提唱されたのは、アメリカ・ニューメキシコ州の都市サンタフェに設立
されたサンタフェ研究所(SFI: Santa Fe Institute)である。複雑系の理論は、経済、社会、
歴史、生物、物理などの多様な分野の理論を基礎として発展しているが、いくつかの理論
が複雑系を理解する上で不可欠であると言われている。それは①ブライアン・アーサーの
収穫逓増の経済学、②プリゴジンの散逸構造の理論、③遺伝的アルゴリズム、④自己組織
                                                   
6 シュンペーターは、革新的な企業家や銀行家の生存競争を一方におき、他方にルールに従って行動する
諸主体において、双方間の闘争として経済的進化を分析するというヴィジョンを提出した。 
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系、⑤カオスの理論、⑥フラクタル理論である。ここでは、自己組織化に焦点を当て、プ
リゴジンの散逸構造と自己組織化系の経済理論として、クルーグマンの理論について簡単
にまとめる。 
 
1. プリゴジン7
１） 均衡から遠く離れて 
の自己組織化に関する理論 
 系に働く熱力学的力が、線型領域を超えた時には、定常状態の安定性あるいは、その安
定性が揺らぎによらないということが保証されなくなる。ある状態が「不安定」という結
論が出る。その状態では、あるゆらぎは減衰せず、増幅され、系全体を巻き込み、エント
リピー生成最小に対応した定常状態とは質的に全く異なった新しい領域に向かって系を動
かすこともある。不安定性が生ずる場合、閾値が決めるべきである。ここで閾値とは、ゆ
らぎが均衡や均衡に近い系を特徴つけている「正常」で安定な挙動とは異なる新しい挙動
を起こせるような、均衡からの距離である。例えば、流速がある速度に達すると、流体中
に乱流が生ずることが昔から知られている。長い間、乱流は無秩序や雑音と同一視されて
いた。事実、巨視的スケールでは乱流は不規則あるいは混沌として見えるが、ミクロのス
ケールでは逆に、高度に組織されているのである。乱流には多量の空間スケールと時間ス
ケールとが関与しており、これらが無数の分子のコヒーレントな挙動に対応している。こ
のようにみると、層流から乱流への意向は、自己組織化の過程である。均衡から遠く離れ
た条件の下では、われわれの観察する構造は、「散逸構造」である。構造･秩序と散逸･浪費
とは一見矛盾しているように見えるが、このような状況においては実は緊密な関連性があ
ることを強調したい。このように、系と外界との相互作用、つまり非均衡条件下に系を置
くことこそ、物質が新しい動的状態――散逸構造――を形作る出発点となる。実は散逸構
造は、超分子的組織の「表現形態」である。 
 
２） 化学的不安定性の閾値を超えて 
 均衡から遠く離れた条件下では、化学的不安定性の閾値を超えると、種々の新現象が現
れてくる。臨界閾値を超えると、ゆらぎの結果、系は定常状態を自発的に去る。初期条件
が何であっても、系は安定した周期動作をする「リミット･サイクル」に近づいてゆく。「赤」
と「青」との二種類の分子があるとしよう。分子は混沌とした運動をしているので、ある
瞬間、例えば容器の左の部分により多くの赤い分子が来ることが期待されよう。少したつ
と、青い分子が多くなる、等々。容器は「紫色」に見え、時たま、赤や青に不規則にきら
めくことになろう。しかし、「化学時計」においては、このようなことは起こらない。ここ
では、系は全体に青く、次に突然に色を赤に変え、更に再び青になる。これらの変化がす
べて規則的な時間間隔で起こるから、これはコヒーレントな過程であると言える。無数の
                                                   
7 イリヤ･プリゴジン（1917～2003）はロシア出身のベルギーの化学者、物理学者である。散逸構造の理
論で 1977 年にノーベル化学賞を受賞した。 
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分子の活動から出てくるこのような現象は、一切に色を変えるために、分子が「コミュニ
ケーション」をする方法を備えているはずである。系は全体として働かなければならない。 
 
３） 散逸構造（＝自己創出性）の特徴 
散逸構造を、エネルギー流を組織した物質構造と捉えるか、物質流を組織したエネルギ
ー構造と捉えるかが興味深いことである。化学的散逸構造のレベルでは、どちらの言い方
も共に正当なものである。両者は相補的な関係にある。しかし、更に高次の自己組織化レ
ベルをみて行くと、徐々に、物質的なプロセスや構造を組織していくエネルギー･システム
として、散逸構造を捉える方が当を得ているように思われる。ここで、「ブリュッセル･モ
デル」を用いて散逸構造の形成を説明する。「ブリュッセル･モデル」は、散逸構造の形成
を導く反応のうち、最も単純なものをモデル化したものである。このモデルは次式のよう
に示される。 
A ⇄ X  
XB + ⇄ DY +  
YX +2 ⇄ X3  
X ⇄ E  
 A、 B 、 D 、 E は初期物質及び反応最終生成物、 X 、Y は中間生成物を表す。
X とY の時間的成長と空間的分布が、ここでの研究対象である。ふつう、数値計算で
は、式中の右から左へと向かう逆反応は無視される。システムが特殊な振る舞いをする
本質的な原因はその非線形性にあるわけだが、モデルの四つのステップからなる反応系
では、特に自己触媒的な第三ステップがシステムの非線型性をもたらす。このステップ
では X の三分子が作られるので、このモデルのことを「三分子モデル」と呼ぶことも
ある。今、 X 、Y の濃度を AX = 、 ABY /= で与え、システムは均一な定常状
態にあると過程する。ここで、 A、 B の濃度、及びフィックの法則による、拡散係数
XD 、 YD 、更に場合によっては XD がある条件を満たすと、この定常状態は不安定
となり、システムは次のように多様な行動を示すようになる。 
① XD 、 YD の値が非常に大きいため、システムがほぼ均一であると見せる場合
は、定常状態の周囲に安定した周期的振動が生まれる。いわゆる極限サイクル
行動である。 
② 均衡から遠く離れた状態、例えば、 D と E の濃度が極めて小さい場合などで
は、システムは X とY の分布が不均一な、新しい定常状態へと進化していく。
ここで、システムの空間的拡大と正比例するように散逸構造の波長を決め、新
たに現れてくる秩序のマクロ的特性を強調することもできる。 
③ システム内で初期物質 Aの拡散がもはや無視できない状態になると、臨界不安
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定状態を超えて散逸構造が形成されていく。この場合、空間的組織化はある大
きさに制限されており、その外では熱力学的秩序が力をふるっている。散逸構
造の形成にはシステムの規模が重要な意味を持つ。小さすぎるシステムな常に
境界に迫る外界からの影響に負け、威圧されてしまう。システムの大きさがあ
る臨界規模を超えた時のみ、非線型性が自らの特性を伸ばす機会を見出すのだ。
そして、周囲の環境に対するシステムの自治ともいうべきものが獲得され、シ
ステムは新構造の選択を行えるようになる。 
 
４） システム特性の階層的見方 
 システムはその本質から、個々の性質の寄せ集めとしては表現し得ない。けれども、シ
ステム全体をいくつかの特定な視点から眺めることで、意味を持つ類型化を行うこと可能
である。 
表 2：システム特性の階層 
システム特性項目 構造保存型システム 進化型システム 
全体的なシステム
のダイナミックス 
静的（ダイナミッ
クスなし） 
保存的自己組織化 散逸的自己組織化 
構造 均衡構造 均衡構造へと向う 
退化 
散逸構造（均衡から遠
く離れている）、進化 
機能 無機能ないし他者
創出的 
均衡状態を参照する
機能 
自己創出的（自己参照
的） 
組織構造 可逆過程を取る統
計的振動 
均衡構造へ向う不可
逆過程 
不可逆的 
内部状態 均衡 均衡に近い 非均衡 
環境との関係 孤立的あるいは開放的（成長可） 開放的（バランスの取
れた持続的交換） 
 
2. クルーグマン8
 ここ数年、自己組織化システム――ランダム性とカオスが同時に予期せざる秩序へと発
展していく複雑系――の概念が、人工知能から化学まで、また進化論から、地理学までと、
様々な分野を超えた研究者を結びつける有力な考え方になりつつある。しかし、理由はと
もかく、この動きはこれまでのところ、経済理論にほとんど影響を与えなかった。限りな
く複雑であるが、明らかに自己組織化しているシステム、「経済」についてこの新しい考え
方がどこまで応用できるかを考える必要がある。本書では、自己組織化モデルが様々な経
済現象にどのように応用できるかということを示す。つまり「不安定から生じる秩序」の
の『自己組織化の経済学』 
                                                   
8 ポール･クルーグマン（Paul Robin Krugman）はアメリカの経済学者である。2008 年にはノーベル経済
学賞を受賞した。著作は『空間経済学』、『自己組織化の経済学』などがある。 
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原理で都市形成や景気循環も説明できること、「ランダムな成長から生じる秩序」の原理で、
地震発生の規模と頻度、隕石の規模と衝突の頻度、大都市の規模と順位が、不思議なほど
単純なルールから説明できること、などを示していく。自己組織化理論は、経済を理解す
る上で大きな力になると考える。 
 
１） 自己組織化の原理 
① 「不安定から生じる秩序」 
 バケツ一杯にゴルフボールとピンポン玉を混ぜたとしよう。注意深くやれば、ピン
ポン玉もゴルフボールも、バケツの上部にも下部にもまんべんなく並べられるだろう。
しかし、ひとたびバケツを揺さぶると、ピンポン玉はすべて上部へ、ゴルフボールは
すべて下部へと移動してしまうだろう。無秩序な状態はランダムなショックによって
不安定になりやすいので、初期の無秩序な状態は自然と組織化されていくのである。
実際、不安定から秩序が生じるようなモデルは物理学では広く見られるものである。
古典的な例としては対流がある。水に入れた鍋の底部を熱し、上部を冷やす。温度の
上昇が臨界レベルに達すると、安定した均衡が不安定になる。こうして、水はやがて
亀甲形の対流バターンを形成するのである。このように不安定から生じる秩序の原理、
特に自己組織化システムは最も不安定な変動に支配される傾向があると言う考え方は、
有力なアイディアであると思う。都市の構造、あるいは都市形態形成とでも呼ぶべき
物について考えるとき、そのアイディアは確かに助けになる。 
 
② 「ランダムな成長から生じる秩序」 
 陶製品、例えばギリシャの壺を、石の壁目掛けて投げつけると、ランダムに砕け散
って無数の破片になる。これぞ正しく無秩序の創造である。しかしここで、奇妙な隠
れた秩序が創発する。砕けた壺の破片を注意深く集め、0.1 グラムよりも大きい破片の
数、0.01 グラムよりも大きい破片の数、0.001 グラムよりも大きい破片の数等々と数え
ていくと、驚くべきことに、破片の分布がべき乗則に従っていることがわかる。つま
り、一見したところ無秩序で複雑な破砕のプロセスは、べき乗則という単純な秩序を
生み出し、そのべき乗指数は重要な情報を含んでいる。不安定から生じる秩序の概念
のように、単純な周波数分布がランダムな成長を表せるという概念、そして更にべき
乗則のべき指数が、過程を表す重要な情報であると言う概念は、物理学ではよく見ら
れるものである。最新の宇宙論のモデルでは、星雲を形成させるような星の不均一分
布を、初期の膨張期のランダムな成長によって説明しようとすることで、宇宙の形成
に関して新しい解釈を与えている。もしこの理論が宇宙に適用できるのなら、経済事
象にも適用できるはずではないか。 
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２） 自己組織化のダイナミックス 
 国際貿易の分野では、二つの研究テーマがある。それは、すでに確立された理論である
「成長と貿易」、及び現在論争の余地の残る「貿易と成長」である。「成長と貿易」は、成
長が貿易経済に及ばすインパクトを考察するものである。中国の生産性が上昇したり、日
本の技術者が増加したりすると、世界貿易のパターンやアメリカの実質賃金はどのような
影響を受けるだろうか。これらはすでによく理解された問題である。他方、「貿易と成長」
は、例えば、貿易自由化が技術革新にどのように影響するかとか、自由貿易体制は経済発
展に益するのかそれとも高度な重商主義体制の方が好ましいのか、というような問題であ
る。自己組織化のダイナミックスにおいても、同様に区別されるべき二つの概念がある。
経済学者には周知の第一の対象は、空間など時間以外の次元で自己組織化するシステムの
ダイナミックスを扱ったものである。これより遥かに論争の余地がある第二の対象は、時
間次元そのものに関する自己組織化を扱ったものである。ここで、断続的均衡の基本的論
理を明らかにすべきである。複雑な景観では、局地的な安定均衡が数多く見られる。突然
変化が訪れるのは、それまで安定していた均衡が不安定になり、新しい均衡を求める間、
システムが不安定になっているときである。しかし、こうした安定から不安定への変化は、
基本的な景観の変化の速度がどんなに遅々としたものであっても、常に不連続に起こる。
つまり、経済環境の緩やかな変化が、伝統的にイメージされる戦争に似たダイナミックス
を生み出すということである。それは、倦怠した長い期間の号間に、断続的に激しい戦闘
が勃発すると言うものである。 
 
３） 時間的における自己組織化 
 クルーグマンは、時間における自己組織化現象については一定の距離を保っている。彼
自身はこの分野で研究していないが、二種類の研究を紹介している。第一に、「非線型景気
循環論」である。つまり、ある期間、限界支出性向が 1 を超えると仮定する。これは、売
り上げ以上に投資が拡大する状況だと考えられる。更に、支出関数は生産水準だけではな
く、資本ストックにも依存していると仮定する。資本ストックが積み上がってくると、投
資が次第に抑制されてくるようになる。ある水準を超えると、資本ストックの償却が新規
投資より大きくなり、資本ストックの水準自体が低下するため、そこで再び投資を拡大し
ようとするインセンティブが働く。このようなプロセスを通じて景気循環を説明されるの
である。クルーグマンは、これは「不安定から生じる秩序」の例と見なしている。第二に、
ジョゼ･シェンクマンとマイケル･ウッドフォードは「ランダムな成長から生じる秩序」の
原理を景気循環に応用している。これは、最終消費財を生産している企業を頂点に、中間
生産財を供給する企業が階層構造を形成しているような産業連関構造の下で最終消費財の
需要が発生した時に、在庫の有無によって生産活動の連鎖が確率的に波及していくプロセ
スを分析している。このモデルの要点は、このような経済構造では在庫はある一定の臨界
値に収束する傾向があると言うことである。 
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４） 空間における自己組織化 
 クルーグマンは、空間における自己組織化であるが、エッジ･シティを創発させるような
モデルをコンピューター･シミュレーションを用いて実際に描いてみせる。ここで都市が一
点に集中しないためには、二つの基準が必要であると指摘している。基準 1 は、企業の集
中を促す求心力と企業の分散を促す遠心力のどちらか一方が強すぎると言うことがなく、
両者の間に緊張関係があること。基準 2 は、企業は他の企業が近隣に立地することは好む
が、少し離れて立地することは好まないため、求心力は遠心力よりも短い距離で効力を失
うこと。この二つの基準が満たされることによって、企業が地域全体にランダムに分布し
ていても、時間の経過と共に、独立した複数の商業地区がほぼ等間隔に形成されるように
なる。これは「ランダムな成長から生じる秩序」を表現したものである。 
 
５） クルーグマンの複雑系の定義 
 クルーグマンの複雑系の定義は三つある。第一は、「複雑なフィードバック･システムが
驚くべき“振る舞い”をすること」という定義である。つまり、ある経済主体の行動が他
の経済主体の行動に影響を与え、それがまた他の主体に影響を与えるという一般相互依存
関係が貫徹している場合には、ある経済主体の行動は必ず経済全体から複雑なフィードバ
ックを受けることになる。第二は、「創発の科学である」という定義である。これは、アダ
ム･スミスの「見えざる手」として経済学者が慣れ親しんできた概念に近い。第三は、「自
己組織化システムである」という定義である。これは当初、ほとんど均質の状態か、ある
いはほとんどランダムな状態から、やがて大規模なパターンを形成するシステムを指して
いる。 
 
以上、本章においては、複雑系に関する研究を分類しながら、それぞれの強調点を考察
した。しかしこれまでの「複雑系」研究における不足点としては、①多様性の経済発展に
もたらす影響についての視点が欠落しがちなことが指摘でき、したがって「多様性」概念
に基づく実証分析が十分足りていない。また動的なシステム形成の概念がまた十分に取り
込まれていないといえる。したがって今後の「複雑系」の研究では、以上の不足点から出
発した「多様性」の動態的な実証分析が必要と思われる。 
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第 2章 東アジアの工業化と多様性 
斉 海山 
はじめに 
 雁行形態発展論9は戦後におけるアジア経済の産業発展パターンとしてよく論じられて来
た。それによれば、東アジア各国は、(1)特定の産業を輸入→輸入代替→輸出成長→後発国
から逆輸入というライフサイクルを描きつつ発展させ、(2)このプロセスを労働集約型→資
本集約型→知識技術集約型へと順次繰り返し産業構造を高度化させていく、そして(3)この
二つの過程が海外直接投資(FDI)を媒介に日本→NIEs→ASEAN→中国へと漸次模倣され
ることで、域内には比較優位に基づいた重層的かつ相互補完的な生産・貿易構造が成立す
るとされる(小島 1998)。特に製造業においてはその発展パターンが説明でき、理論的に定
着している。しかし、雁行形態発展論と東アジアにおける垂直的な産業貿易の発展を共に
考えるといくつかの問題が出てくる。まずは、雁行形態発展論は比較優位に基づいた発展
理論であり、産業内貿易において、その拡大要因である規模の経済性、多様性に関して、
雁行形態発展論は重点を置いていないことである。そもそも各国における多様性は雁行形
態発展の根本的な原因であると考えるし、産業内貿易の発展においてもその重要性が明ら
かである。アジア各国における所得格差、技術格差、労働力の違い、消費習慣、製品差別
化などがその多様性の本物であり、その違い、多様性があるから雁行形態発展ができたの
ではないかとの疑問である。次には、雁行形態発展論は「国」を基本単位として、「国の競
争優位論」の理論である。これは、現在の空間経済学、複雑系の経済学の視点から見ると、
研究上の不適切になるだろう。空間経済学では、東アジアは自然な経済圏、あるいは実質
的に統合された経済圏であり、一体化して論ずるべきである。複雑系の経済学では、東ア
ジアにおけるフラグメンテーションと呼ばれる国際工程間分業が進展は東アジアの経済シ
ステムの自己組織化10
 筆者は雁行形態発展論の弱点として「多様性」について論じていないことであると考え
ている。「多様性」とは生物学において非常に重要な概念であり、生物の生存能力の高め、
環境変化への対応力・抵抗力を増す原因と考えられている。経済学にもいろいろ応用でき、
その研究上の重要性が認識され、ますます経済「多様性」の研究が増えつつあるように思
われる。一つの例としては、産業内貿易の拡大要因である製品の差別化（多様化）の実証
研究が数多くなされていることであろう。このような問題意識を持ちながら、本論文では
東アジアの貿易の雁行形態発展から出発し、実際の貿易データを基づいて、パネルデータ
を作り、「多様性」と貿易の関係を明らかにする。 
と捉えようとしている。このように、新しい貿易の理論である空間経
済学と複雑系の経済学の視点から見ると雁行形態発展論の不十分のところが見えてくる。 
 本論文は四つの節から構成されている。「はじめに」の部分では、雁行形態発展論におけ
                                                   
9 雁行形態発展論とは一国の産業発展の形態、さらには、比較優位の変化に伴う国際間の産業移転の形態という経済発
展論を指す。 
10 自己組織化とは生物のように他からの制御なしに自分自身で組織や構造を作り出す性質のことである。 
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る問題意識を明らかにし、経済「多様性」の研究上の重要性から本論文は主に「多様性」
と貿易の関係について論じることであることを引き出す。第一節「東アジアにおける貿易
面での雁行形態発展」では、雁行形態発展論の理論からはじめ、実際の貿易面ではどのよ
うに現れているかについて、産業別に詳しく見る。第二節「東アジアの経済多様性」では、
東アジアの経済に存在する「多様性」の実態について述べる。第三節「パネルデータの考
えとモデル」では、実証分析に用いるパネルデータの作り方、理論的な基礎と分析モデル
説明を行う。第四節「実証分析の結果」では、実際のパネルデータ分析の結果産業別に分
析し、「多様性」と貿易の関係を明らかにする。 
 
第一節 東アジアの貿易面での雁行形態発展 
 本節では、雁行形態発展論の理論を簡単に繰り返し、実際の貿易データから東アジアの
雁行形態発展の実態を見る。 
1. 雁行形態発展論の枠組み 
① 理論 
雁行形態的発展論とは、1930 年代半ばに当時名古屋高等商業学校の赤松要(一橋大学
名誉教授)によって提示された一国の産業発展の形態、さらには、比較優位の変化に伴
う国際間の産業移転の形態という経済発展論を指す。図 1 に示しているように、雁行
形態発展論の発展プロセスは、キャッチアップ国においてまず産業（製品）に対して
国内で需要が生じ、それが国内生産を誘発する「導入期」の段階、国内需要が国内の
生産によって賄われ、生産がさらに増加し十分に満たされる状態に至る「輸入代替期」、
国内生産がその後も増加し国内需要を上回るようになり、超過部分を輸出する「輸出
成長期」、その後生産の伸びが止まり、国内需要は徐々に減少し、再び国内生産が需要
を下回る状態になり、つまり「逆輸入期」になる。このように、雁行形態発展論は産
業発展段階を輸入→輸入代替生産→輸出→再輸入といった一連の産業発展段階を貿易
の流れとの関連で見ることができる 
 図 1 雁行形態論の貿易発展プロセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    注：山澤(1984)より、筆者一部修正。 
産業(製品) 
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② 「キャッチアップ型工業化」11
雁行形態論における「キャッチアップ型工業化」は共通する二つの特徴を持ってい
る。第一には、後発であるがゆえに、先発工業国が既に開発し使用している様々の技
術や知識の体系を利用できる優位性を持つという点である。後発国は必要な技術や知
識を先発工業国から導入することによって、この時間と資金を節約することが可能と
なる。従って、後発国の政府や企業は、輸入技術や海外の制度をいかにスムーズに導
入し、定着させ、改良していくことが顕著な特徴として現れる。第二には、後発であ
るがゆえに、工業製品はその大半を輸入からはじめなければならないという点である。
輸入に必要な外貨は、当面は自国が保有する天然資源か農水産物の輸出から賄う。こ
の輸入を減らすために、労働集約的な技術集積度の低い産業から順次、輸入代替・国
内生産を開始する。その結果、一つの産業は輸入→国内生産→輸出(もしくは海外生産)
→再輸入というサイクルを描く。同時に、輸入代替と輸出振興を軸とする貿易政策と
保護・育成を目的とする産業政策が重要になる。その結果、政府よる様々な規制(貿易、
関税、投資)や輸出主導の工業化、外国資本と結びついた輸出産業の育成など一連の政
策体系が、「キャッチアップ型工業化」のもう一つの特徴として現れるのである。 
の特徴 
③ 「キャッチアップ型工業化」の四つの前提 
「キャッチアップ型工業化」は、アジア諸国に固有の工業化パターンではない。後
発国であればどの国でも観察できるパターンである。アジア地域で言えばまず日本が
そうであり、ついでに韓国、台湾が、更に東南アジア諸国、中国がその路線を取って
きた。ところで、「キャッチアップ型工業化」は、いくつかの重要な前提が存在する。
第一に、「キャッチアップ型工業化論」は何より、「国」を基本経済単位として議論す
る。国内の地域住民社会とか、EU、NAFTAのような国を越えた地域経済協力体は、
想定されていない。政府の役割を重視するためである。第二に、「キャッチアップ型工
業化論」は経済発展の中心を工業化(広くは産業化)の進展とその進化においている。近
代経済成長論が想定するように、成長を一人当たりの実質国民所得の持続的な増加と
捉え、労働人口と付加価値総額に占める製造業の比率の上昇を、工業発展の指標とみ
なす。この想定は後発国の最大の課題が、国民の所得の向上と分配の平等化にあり、
これを達成するための最も有効な手段が産業化であると言う前提に立っている。第三
に、議論の中心は製造業であるため、考察の対象とする技術や知識の領域は、もっぱ
ら生産技術、製品知識、そして工業化を促すような制度・組織に収斂する。そしてそ
の生産技術や製品知識の取得には一定の時間をかかり、取得の順番には一定の序列が
あると仮定する。つまり、「キャッチアップ型工業化」は先進国への「追跡的」工業化
である同時に、後発国内部での「積み重ね型」工業化であり、突然変異や飛躍した工
業化ではない。第四に、「キャッチアップ型工業化論」は結局のところ「国の競争優位
                                                   
11 キャッチアップ型工業化論は末廣(2000)の理論である。 
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論」12
2. 貿易面での「キャッチアップ型工業化」 
に行き着く。と言うのも、世界市場で自国の工業製品のシェアを拡大することが、
工業面でのキャッチアップの度合を図る最も重要な指標とみなされるからである。こ
の点は、「キャッチアップ型工業化論」が国民国家を経済単位とみなし、産業化に力点
をおき、貿易と産業を不可分の関係であると捉えるからである。 
このような「キャッチアップ型工業化論」と特徴と前提を念頭におきながら、実際の
貿易データで東アジアの「キャッチアップ型工業化」を検討しよう。ここで分析に用い
る指標としては、東アジア各国の産業別純輸出である。なぜならば、産業別純輸出であ
るから、貿易の雁行形態における各段階がよりはっきりわかると思われる。雁行形態の
発展プロセスの「導入期」、「輸入代替期」においては、輸入の方が輸出を上回るため、
純輸出はマイナスになるだろう。「輸出成長期」と「成熟期」においては、輸出の方が輸
入を上回るため、純輸出はプラスになるだろう。「逆輸入期」は当然ながら、純輸出はマ
イナスの値を示すだろうと想定している。そして、その値の大小は雁行形態のどこに位
置しているかを示すことができると考えている。その他、その発展プロセスである日本
→NIEs→ASEAN→中国・ベトナム言う順番と輸出産業の移転サイクルである雑貨→繊
維・衣類→電子部品→自動車・コンピューター部品と言う順番が実際の貿易データでど
う示されているのがについて産業別に検討する。 
① 一般機械と電気機器 
図 2 で示しているように一般機器の場合日本、中国、シンガポール、タイが輸出成
長期であり、その中で中国は 2002 年に輸入代替期から輸出成長期に入り、その変化は
非常に著しい。香港は逆輸入期であり、フィリピンと台湾が 2006 年に逆輸入期に転じ
ている。韓国とマレーシアはそれぞれ 2005 年、2007 年に成熟期に入り、純輸出が低
下の傾向を見られている。インドネシアとベトナムは導入期であり、純輸出がマイナ
スで拡大の傾向を見られている。電気機器の場合、中国、日本、シンガポール、韓国、
台湾、マレーシアとタイが輸出成長期であり、中国の純輸出がトップになっている。
香港とプィリピンはそれぞれ 2003 年、2007 年に逆輸入期に転じている。インドネシ
アとベトナムは導入期であり、輸入の方が拡大し続けている。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
12 「国の競争優位」論:ポーターが 1980 年代初めに提出した競争優位論である。彼は、国の競争優位を規定するのは主
要産業の競争優位であり、ひいては個別企業の競争優位に依存すると考えた。そして、この国の競争優位を支える基本
条件は生産コストの差ではなく、①天然資源、資本、労働力などの要素条件。②洗練された消費者の製品の品質や価格
に対する「厳しい目」を含む需要条件。③企業の経営組織とライバル企業間の激しい競争関係の存続。④輸出産業を支
えるサポーティング産業の集積と地理的集中。の四つにあると主張した。 
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図 2 一般機械・電気機器の雁行形態 
一般機械の雁行形態
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電気機器の雁行形態
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② 輸送機器と精密機器 
輸送機器の場合、図 3 に示しているように、日本と韓国、中国、タイ、台湾が輸出
成長期であり、日本の輸出量がトップレベルである。中国は 2004 に輸入代替期から輸
出成長期に転じている。シンガポールと香港は逆輸入期であるように思われるが、そ
の他の国々はすべて導入期であるような一方的に輸入拡大を続けている。精密機器の
場合、韓国、台湾、シンガポールが輸出成長期であり、シンガポールの純輸出がトッ
プとなっている。シンガポール・台湾と韓国はそれぞれ 2002 年、2006 年に輸入代替
期から輸出成長期に転じている。日本の純輸出は 2004 にトップとなり、その次に低下
の傾向を見られているから、成長期に入っていると判断して良いだろう。香港は 2004
年に逆輸入期に転換している。その他の中国、インドネシア、マレーシア、プィリピ
ン、タイ、ベトナムの純輸出はマイナスで拡大していることから導入期であると判断
できる。 
図 3 輸送機器・精密機器の雁行形態 
輸送機器の雁行形態
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③ 化学工業品とプラスチックス・ゴム 
化学工業品の場合、図 4 に示しているように、日本とシンガポールが 2008 年に輸出
成長期から成熟期に転換し、同じような動きを見られている。マレーシアの純輸出は
マイナスであり、低下していることから輸入代替期にいると思われる。中国は 2008 年
時点で導入期から輸入代替期に転じている。その他の国と地域は導入期のような動き
を見せている。プラスチックス・ゴムの場合、日本、韓国、タイ、台湾、マレーシア、
シンガポール、インドネシアは輸出成長期であり、日本の純輸出がトップとなってい
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る。香港は 2000 年時点で成熟期から逆輸入期に転じたように思われるが、その他の中
国、フィリピンとベトナムは純輸出の面では導入期であるだろう。 
図 4 化学工業品・プラスチックス・ゴムの雁行形態 
化学工業品の雁行形態
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④ 食料品と油脂・その他の動植物生産品 
食料品の場合、図 5 に示しているように、タイとベトナムは純輸出面で輸出成長期
であり、タイの純輸出がトップとなっている。中国の純輸出は2006年にトップとなり、
その後、低下し続けていることから、輸出成長期から成熟期に転じたと言える。その
他のすべての国・地域は導入期、あるいは逆輸入期のような動きを見せている。油脂・
その他の動植物生産品の場合、マレーシア、インドネシア、プィリピンは純輸出面で
輸出成長期であり、マレーシアとインドネシアは同じくトップとなっている。その他
のすべての国・地域は導入期、あるいはぎゃくの動きを見せている。 
図 5 食料品と油脂・その他の動植物生産品の雁行形態 
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⑤ 雑製品とその他原料及びその製品 
雑製品の場合、図 6 に示しているように、中国とタイ、インドネシア、マレーシア、
ベトナムは輸出成長期であり、中国の純輸出量は非常に大きくトップとなっている。
香港と台湾の純輸出が段々減っていくことから成熟期であると判断できる。日本とシ
ンガポールは逆輸入期であり、韓国とフィリピンはそれぞれ 2005 年と 2006 年時点で
成熟期から逆輸入期に転じている。その他の原料及びその製品の場合、中国、インド
ネシア、マレーシア、タイが輸出成長期であり、タイは 2008 年時点で輸入代替期から
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輸出成長期に転じている。香港は成熟期の動きであり、日本とシンガポール、プィリ
ピンは逆輸入期であることを見せている。韓国と台湾はそれぞれ 2000 年、2004 年時
点で成熟期から逆輸入期に転換している。ベトナムは導入期の動きである。 
図 6 雑製品・その他原料及びその製品の雁行形態 
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⑥ IT 関連機器・自動車 
IT 関連機器の場合、中国、日本、シンガポール、台湾、マレーシア、タイは純輸出
面から見ると輸出成長期であり、中国の純輸出量はトップとなっている。韓国は 2007
年時点から輸出成長期から成熟期に転じているような動きをしている。香港、インド
ネシア、プィリピンはそれぞれ 2002 年、2003 年、2007 年時点で成熟期から逆輸入期
に転換した。ベトナムな導入期の動きをしている。自動車の場合、日本、韓国とタイ
は輸出成長期であり、日本の純輸出量がトップとなっている。その他のすべての国・
地域は導入期の動きをしている。 
図 7 IT 関連機器・自動車の雁行形態 
IT関連機器の雁行形態
-50000
0
50000
100000
150000
200000
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
Japan
China
Hongkong
South Korea
Taiwan
Indonesia
Malaysia
Philippines
Singapore
Thailand
Vietnam
自動車の雁行形態
-20000
0
20000
40000
60000
80000
100000
120000
140000
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
Japan
China
Hongkong
South Korea
Taiwan
Indonesia
Malaysia
Philippines
Singapore
Thailand
Vietnam
 
 
第二節 東アジアの多様性 
 ここでは東アジアの多様性について簡単に概観してみよう。東アジアでは、所得格差か
ら始まり、その各国の産業構造、消費パターン、生産技術まで様々な多様性が存在してい
る。本節では、これらの多様性について、具体的な統計から論じることにしたい。 
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1. 所得の多様性 
東アジアの国と地域をよく見ると、人口大国から都市国家まで、一人当たり GDP は 1
万ドルを上回る高所先進国から、1000 ドル前後にとどまる低所得発展途上国までと言う
ように、多種多様な構成となっている。図 1 は 2007 年時点でのアジア諸国の一人当たり
GDP を示したものである。2007 年の時点でシンガポールの 1 人当たり GDP が 3 万 6370
ドルであり、日本を越えてアジア最高になった。次いで日本、香港、韓国、台湾が続い
ている。これに対して、最も低いベトナムの一人当たり GDP は 815 ドルに過ぎず、最も
高いシンガポールとの所得格差は 45 倍近いに達している。このようなアジア諸国･地域
における所得格差の多様性は、アジアの独特なものであり、アジア諸国・地域の経済発
展の格差状況を表したものでもある。 
図 1 東アジア諸国・地域の一人当たり GDP 
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 注：世界の統計 2009 により筆者作成。 
そして、このような東アジアの所得格差は変化し続ける傾向を見られる。表 1 は東アジ
ア諸国・地域の一人当たり GDP の推移を示したものである。この表から見られるように、
東アジアでは、日本の他の全ての国がより大きな上昇を見られている。日本の一人当た
り GDP は 1995 年時点でトップの 4 万 1952 ドルとなり、その後徐々の低下しており、
2007 年時点ではシンガポールに追い抜かれて 2 位になっている。1995 年時点と 2007 年
時点を比較した上昇率を見る中国の上昇率が最も高く 4.1 倍となっている。その次にベト
ナム、韓国、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポールも 1.5 倍以上の上昇
を見せている。しかし、その一人当たり GDP の増加した絶対値を見るとシンガポールが
2007 年時点で 1995 年時点より 1 万 2238 ドル増加し、最も高い。このような東アジア
における一人当たり GDP の変化は非常に目立ち、今後も各国の発展の不均衡により変化
続けると考えられる。 
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表 1 東アジア諸国の一人当たり GDP の推移 
                                 単位：米ドル 
 1995 2000 2004 2005 2006 2007 上昇率 
シンガポール 24132 23079 25540 27681 31166 36370 1.51 
日本 41952 36790 36084 35675 34147 34326 0.82 
香港 23241 25385 23760 25198 26611 28685 1.23 
韓国 11490 10937 14271 16533 18481 19841 1.73 
台湾 12852 14459 14637 15688 16038 16764 1.30 
マレーシア 4479 4030 4952 5378 5990 7027 1.57 
タイ 2921 2023 2579 2800 3258 3841 1.31 
中国 635 956 1510 1785 2137 2604 4.10 
インドネシア 1120 780 1151 1265 1593 1869 1.67 
フィリピン 1081 996 1049 1167 1363 1639 1.52 
ベトナム 283 394 545 621 706 815 2.88 
注：世界の統計 2009 より筆者作成。 
 
2. 産業構造と貿易構造の多様性 
① 東アジア産業構造の変化 
東アジア諸国の産業構造の変移を国際的に比較してみよう。図 2 はそれを示したも
のである。この産業構造の変化から三つの特徴を読み取ることができる。第 1 の特徴
は、東アジアの先発国である日本と香港、台湾地域では、第 2 次産業が縮小し、第 3
次産業が拡大している。日本では第 2 次産業が占めるシェアは 38％から 29％まで低下
し、第 3 次産業の占めるシェアは 50％から 59％まで成長している。香港、台湾でも同
じようなことが起こっている。第 1 産業である農業が占めるシェアは非常に低い（日
本では 2％程度）。第 2 の特徴は、中国と ASEAN に工業化が進み、第 2 次産業の占め
るシェアは著しく拡大している。この中で、中国の発展は目覚しく発展であり、第 2
次産業の占めるシェアは 10％拡大している。他の ASEAN のマレーシア、インドネシ
ア、タイでは 5％の拡大が見せている。第 3 の特徴は、第 4 の特徴は、第 1 次産業の占
めるシェアの急激な減少である。高度成長を上げている中国ではそれぞれ 12％程度低
下しており、ASEAN の国では 3％～7％の低下が見られる。 
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図 2：東アジア諸国の産業構造の変化（1990 年―2004 年） 
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注：アジア開発銀行「Key Indicators」より作成。 
② 東アジア貿易構造の変化 
続いて東アジアの貿易構造の変化を詳しく見ておこう。分析用いるデータは、国際
貿易投資研究所の ITI 財別国際貿易マトリックスの 11 産業分類であり、1999～2008
までの 10年間の東アジア諸国の貿易構造の変化を輸出構造の変化と輸入構造の変化に
分け詳しく見ることにした。ここでは、輸出は東アジア諸国から世界への輸出であり、
輸入は東アジア諸国の世界からの輸入である。そして、最後に、東アジア諸国を一体
化して、全地域としての輸出・輸入構造がどのように変化しているのかを国別の貿易
構造の変化と比べて見る。 
１） 東アジア諸国の輸出構造の変化 
 まず、東アジア諸国の輸出構造の変化へみよう。図 1 で見られるように、日本はこ
の 10 年間での変化の特徴としては輸送機器における輸出シェアの拡大と IT 関連機器
における輸出シェアの急激な減少である。日本の輸送機器の輸出シェアはこの 10 年間
で 4.76%増加し、IT 関連機器の輸出は 5.62%減少した。その他、電気機器、精密機器、
雑製品の輸出シェアは多少減少し、一般機械と化学工業品、プラスチックス・ゴム、
その他原料及びその製品の輸出シェアは多少増加した。食料品と油脂・その他の動植
物生産品の輸出シェアは変化を見られていない。中国の場合、特徴としては、一般機
械、電気機器、IT 関連機器の輸出シェアの大幅の拡大とその他原料及びその製品と雑
製品の輸出シェアの大幅の減少である。一般機械の輸出シェアは 6.34%、電気機器の
輸出シェアは 8.6%、IT 関連機器の輸出シェアは 11.99%拡大した。逆に繊維産業を含
むその他原料及びその製品の輸出シェアは 18.75%の大幅の減少、そして雑製品の輸出
シェアもそれを続き 4.33%減少している。その他に、輸送機器と精密機器の輸出シェ
アは多少増加し、化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品、油脂・その他の動植
物生産品の輸出シェアは多少減少している。香港の特徴としては、中国と同じく、電
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気機器、IT 関連機器の輸出シェアの大幅の拡大とその他原料及びその製品と雑製品の
輸出シェアの大幅の減少である。電気機器の輸出シェアは 6.98%増加し、IT 関連機器
の輸出シェアは 11.13%増加した。逆に、その他原料及びその製品の輸出シェアは 8.48%
減少し、雑製品の輸出シェアは 6.25%減少した。その他に、一般機械の輸出シェアの
多少上昇と輸送機器、精密機器、化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品、油脂・
その他の動植物生産品の輸出シェアの多少減少が見られている。韓国の場合、特徴と
しては、輸送機器の輸出シェアの拡大とその他原料及びその製品、IT 関連機器の輸出
シェアの減少である。韓国の輸送機器の輸出シェアはこの 10 年間で 7.16%増加し、そ
の他原料及びその製品の輸出シェアは 7.78%減少、IT 関連機器の輸出シェアは 3.94%
減少した。その他に、一般機械、電気機器、食料品、雑製品、油脂・及びその他の動
植物生産品の輸出シェアの多少減少と精密機器、化学工業品、プラスチックス・ゴム
の輸出シェアの多少上昇を見られている。台湾の特徴としては、この 10 年間で一般機
械と IT 関連機械の輸出シェアの大幅の減少と電気機器、精密機器の輸出シェアの拡大
である。一般機械の輸出シェアは 10.9%減少し、IT 関連機械の輸出シェアは 4.53%減
少した。逆に、電気機器の輸出シェアは 8.16％上昇し、精密機器の輸出シェアは 5.13%
上昇している。その他に、輸送機器、食料品、油脂・その他の動植物生産品、雑製品、
その他原料及びその製品の輸出シェアの多少減少と化学工業品、プラスチックス・ゴ
ムの輸出シェアの多少上昇を見られている。 
図 1 日本・中国・香港・韓国・台湾の輸出構造の変化 
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  注:ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
 ASEAN 諸国の輸出構造の変化は図 2 に示している。インドネシアの場合、この 10
年間での特徴として言えるのは、油脂・その他の動植物生産品の輸出シェアの上昇と
その他原料及びその製品の輸出シェアの減少であろう。油脂・その他の動植物生産品
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の輸出シェアは 8.67%上昇し、その他原料及びその製品の輸出シェアは 11％減少した。
その他に、一般機器、電気機器、輸送機器、化学工業品、プラスチックス・ゴムの輸
出シェアの多少上昇と精密機器、IT 関連機器、食料品、雑製品の輸出シェアの多少減
少が見られている。マレーシアの輸出構造の変化の特徴と言えるのは、IT 関連機器の
輸出シェアの減少であろう。この 10 年間でマレーシアの IT 関連機器の輸出シェア
6.47%減少した。その他に、一般機械、電気機器、雑製品の輸出シェアも多少減少して
おり、輸送機器、精密機器、化学工業品、プラスチックス・ゴム、油脂・その他の動
植物生産品、食料品、その他原料及びその製品の輸出シェアの多少上昇が見られてい
る。フィリピンの特徴として言えるのは、電気機器、IT 関連機器の輸出シェアの大幅
の減少とその他原料及びその製品の輸出シェアの上昇である。電気機器の輸出シェア
は 10.79%減少し、IT 関連機器の輸出シェアは 10.74%減少している。逆に、その他原
料及びその製品の輸出シェアは 9.46%上昇している。その他に、一般機械、輸送機器、
精密機器、化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品、油脂・その他の動植物生産
品の輸出シェア歯多少上昇し、雑製品の輸出シェアが低下している。シンガポールの
特徴としては、一般機械、IT 関連機器の輸出シェアの低下のであろう。一般機械の輸
出シェアは 6.39%減少し、IT 関連機器の輸出シェアは 5.67%減少した。その変わりに、
電気機器、輸送機器、精密機器、化学工業品、プラスチックス・ゴム、雑製品、その
他原料及びその製品の輸出シェアの多少上昇している。タイの場合、特徴と見られる
のは、電気機器、IT 関連機器の輸出シェアは低下と輸送機器、その他原料及びその製
品の輸出シェアの上昇であろう。電気機器の輸出シェアは 4.32%、IT 関連機器の輸出
シェアは 7.47%低下し、輸送機器の輸出シェアは 5.55%、その他原料及びその製品の
輸出シェアは 6.64%上昇した。その他に、一般機械、精密機器、食料品と雑製品の輸
出シェアの多少減少と化学工業品、プラスチックス・ゴムの輸出シェアの多少上昇を
見られている。ベトナムの輸出構造の変化の特徴は、食料品、雑製品とその他原料及
びその製品の輸出シェアの低下であろう。この 10 年間で食料品の輸出シェアは 5.9%、
雑製品の輸出シェアは 2.17%、その他原料及び其の製品の輸出シェアは 6.68%減少し
た。その代わりに、一般機械、電気機器、輸送機器、精密機器、IT 関連機器、化学工
業品、プラスチックス・ゴムの輸出シェアは多少上昇している。 
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図 2 ASEAN 諸国の輸出構造の変化 
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  注: ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
２） 東アジア諸国の輸入構造の変化 
 次に、輸出構造の変化を見たように、東アジア諸国の輸入構造の変化を見ておこう。
図 3 に見られるように、日本の場合、特徴と思われるものは、一般機械、電気機器、
輸送機器、精密機器、IT 関連機器などの機械製品の普遍的輸入シェアの減少であろう。
そして、食料品と雑製品の輸入シェアも減少している。それに対して、その他原料及
びその製品、化学工業品、プラスチックス・ゴムの輸入シェアが上昇している。特に
その他原料及びその製品の輸入シェアは 7.34%上昇した。中国の輸入構造の変化の特
徴と思われるものは、電気機器と IT 関連機器の輸入シェアの大幅の拡大とその他原料
及びその製品の輸入シェアの減少であろう。電気機器の輸入シェアは 7.5%、IT 関連機
器の輸入シェアは 8.5%上昇し、その他原料及びその製品の輸入シェアは 13.42%減少
している。その他に、一般機械、輸送機械、化学工業品、プラスチックス・ゴム、食
料品の輸入は多少減少し、精密機器、油脂・その他動植物生産品、雑製品の輸入シェ
アは多少増加している。香港の特徴は、中国と同じく、電気機器と IT 関連機器の輸入
シェアの大幅の拡大とその他原料及びその製品の輸入シェアの減少である。電気機器
の輸入シェアは 5.97%、IT 関連機器の輸入シェアは 9.11%上昇し、その他原料及びそ
の製品の輸入シェアは 10.62%減少した。その他の産業において、中国と同じような傾
向を見せている。韓国の場合、その特徴は、電気機器、IT 関連機器の輸入シェアの減
少とその他原料及びその製品の輸入シェアの増加であろう。電気機器の輸入シェアは
3.45%、IT 関連機器の輸入シェアは 2.79%減少し、その他原料及びその製品の輸入シ
ェアは 4.42%増加した。その他の産業において、輸入シェアはあまり変化しなかった。
台湾の場合、日本と同じく機械類の輸入シェアの普遍的な減少とその他原料及びその
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製品の輸入シェアの上昇である。その他原料及びその製品の輸入シェア 8.68%ほどの
より大きな上昇を見せている。 
図 3 日本・中国・香港・韓国・台湾の輸入構造の変化 
東アジア諸国の輸入構造の変化ー1
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  注: ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
 ASEAN 諸国の輸入構造の変化は図 4 に示している。インドネシアの輸入構造のこの
10 年間の変化は、一般機械、電気機器、輸送機器、精密機器、IT 関連機器の輸入シェ
アの拡大と化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品、油脂・その他の動植物生産
品、雑製品、その他原料及びその製品の輸入シェアの減少であろう。但し、その変化
は緩やかで、目立つものではない。マレーシアの場合、特徴としては、電気機器と IT
関連機器の輸入シェアの大幅の減少であろう。電気機器の輸入シェアは 7.08%、IT 関
連機器の輸入シェアは 6.7%減少した。その他のすべての産業の輸入シェアは多少上昇
を見せている。フィリピンの輸入構造の変化の特徴と思われるものは、電気機器、IT
関連機器、その他原料及びその製品の輸入シェアの大幅な拡大と輸送機器、化学工業
品の輸入シェアの大幅な減少である。電気機器の輸入シェアは 13.13%、IT 関連機器の
輸入シェアは 22.6%、その他原料及びその製品の輸入シェアは 17.88%上昇している。
逆に、輸送機器の輸入シェアは 23.76%、化学工業品の輸入シェアは 25.79%減少して
いる。その他に、一般機械と食料品の輸入シェアもより大きく上昇し、油脂・その他
の動植物生産品の輸入シェアがより大きく減少している。シンガポールの場合、特徴
としては、IT 関連機器の輸入シェアの減少とその他原料およびその製品の輸入シェア
の拡大であるといえよう。IT 関連機器の輸入シェアは 7.39%減少し、その他原料およ
びその製品の輸入シェアは 6.21%上昇した。その他に、一般機械、電気機器の輸入シ
ェアの多少減少と輸送機器の輸入シェアの多少拡大を見せている。タイの場合、電気
機器、IT 関連機器の輸入シェアは多少減少し、精密機器、化学工業品、その他原料お
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よびその製品の輸入シェアは多少増加している。他の産業は変化を見せていない。ベ
トナムの輸入構造の変化の特徴は、その他原料及びその製品の輸入シェアの減少であ
ろう。その他の産業は全て輸入シェアの拡大の傾向を見せている。 
図 4 ASEAN 諸国の輸入構造の変化 
東アジア諸国の輸入構造の変化ー2
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  注: ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
３） 一体化した東アジアの輸出・輸入構造変化 
 一体化した東アジアの輸出・輸入構造変化を示したのが図 5、図 6 である。この図 5、
図 6 から一目瞭然にわかるように、この 10 年間では東アジアの全体の輸出・輸入構造
は変化しなかったと言うことである。東アジア各国の輸出・輸入構造の変化はただ地
域内部の輸出・輸入構造の調整であり、その他の世界には輸出にしても、輸入にして
も変化がなかったのである。つまり、東アジア地域は輸出、輸入面で一体化して、自
己組織化というもの起こっていると考えられる。 
図 5・図 6 一体化した東アジアの輸出・輸入構造変化 
一体化東アジアの輸出構造の変化
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  注: ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
3. 製品差別化 
異文化社会の間では、消費者のニーズの体系が異なり、ある国の差別化製品が必ずし
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も異文化の外国で好まれるタイプの製品にはならない。消費者が自分自身の文化・習慣
を背景にして、製品のブランド、デザイン、機能、性能、品質等面で判断して消費を決
定する。消費者は、差別化された製品のより多様な組み合わせを選考し、それによって
自分の効用を高めることができる。東アジアの国々は製品差別化の面で多様であること
は言うまでもない。このような製品の差別化を明瞭に識別することが非常に難しいが、
製品差別化については三つの形態が考えられる。 
① 水平的差別化 
属性ミックス又は特性ミックスによる差別化に関係している。つまり、ある一つの
グループの中の製品はすべて特定の共通した核となる特性を共有している。これらの
特性の含む具合の相違が製品の仕様を決定し、製品差別化または特性差別化は特定の
製品グループ・産業の中で、様々な仕様が存在することにより識別可能である。 
② 垂直的差別化 
あるグループの製品の中で核となるすべての属性の絶対値に相違があることに関係
している。品質面の差に広く係わるものとして、垂直的な差別化を考えることができ
る。つまり、ある産業グループの中で製品の品質面で代替的な相違が存在する可能性
がある場合である。 
③ 技術的な差別化 
あるグループの中で一つあるいは複数の核となる製品の特徴が技術的に異なる特性
を有していたり、またはそれらの特色が技術的に異なる生産プロセスによって、生産
過程中に組み合わされる場合に生じる。技術的な差別化は製品の全ての価格、品質面
において新たに、また技術的な改良された製品を生むイノベーションンの結果である。 
 
第三節 パネルデータ分析の考え方と分析モデル 
1. パネルデータ分析の考え方 
   パネルデータとは、複数のサンプルを、複数の時点に渡って追跡、観察し続けたデ
ータである13
① パネルデータは時系列データや横断面データだけではコントロールできない子大
別の多様性が含まれており、それをコントロールすることで共通の効果を知ること
ができる。 
。パネルデータ分析の考え方の原点は、北村（2005）が指摘するように、
R.A.フィッシャーの分散分析である。分散分析は、ある外的ショックの与えられたグ
ループの行動を、ショックの与えられなかったグループと比較し、そのショックの影
響や効果の大きさを明らかにするために用いられる手法である。パネルデータの利点
としては以下のように思われる。 
                                                   
13 これに対して、複数のサンプルをある一時点だけで観察したデータは横断面データ(クロスセクション・データ)と呼
ばれ、複数時点に渡るデータは時系列データ(タイムシリーズ・データ)と呼ばれる。 
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② パネルデータの情報量は極めて大きい。パネルデータであれば、その豊富な情報量
を使い、測定値に影響を与える様々な要因をコントロールし安くなる。これによっ
て多重共線性の問題は調整され、推計上の自由度は増し、推計の不偏性は向上する。 
③ パネルデータを用いることによって、異時点間の最適化行動をミクロレベルで捉え
ることができる。パネルデータは個体を追跡するものであり、ミクロの情報を豊富
に持っている。 
2. 実証分析のためのパネルデータ 
  本論文では実証分析のために、国際貿易投資研究所が発表している「ITI 財別国際貿易
マトリックス」のデータを用いて、すべての産業を 11 部門に分類し、1999～2008 年ま
でのパネルデータを作成した。実証分析用のパネルデータの構造を示したのが表 1 であ
る。 
表 1 実証分析のパネルデータ構造 
 1999 2000 … 2007 2008 
一般機械 ×××  ×××  ×××  ×××  ×××  
電気機器 ×××  ×××  ×××  ×××  ×××  
  ×××  ×××  ×××  ×××  ×××  
  ×××  ×××  ×××  ×××  ×××  
その他原料及びその製品 ×××  ×××  ×××  ×××  ×××  
IT 関連機器 ×××  ×××  ×××  ×××  ×××  
 
3. 実証分析用のモデル 
① 基本モデル 
実証分析に用いる基本モデルは貿易重力モデルである。国際経済学における貿易重
力モデルは、通常経済規模と輸出国と輸入国の間の距離に基づいて、相互の貿易量を
予測している。標準的な理論モデルは次の形をとる、 
ij
ji
ij D
YY
AT = …………………………………………………………… (1) 
ここで ijT は国 iと国 j の間の貿易量であり、 iY と jY は国 i と国 j の経済規模、つま
り GDP である。 ijD は二つの国の距離であり、 Aは定数である。この式を計量経済分
析のために線形に変換すると次の式になる。 
ijijjiij DYYT εβββα ++++= )log()log()log()log( 321 ………… (2) 
② 代理変数 
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実証分析するために、多様性の代理変数を作る必要がある。今回の分析に用いる多
様性指数としては、数理生物学における群の多様性を表す多様度指数を用いる。この
多様度指数とは(diversity index)は、種の豊富さ14と種組成の均等さ15
'H
の両方を含んだ
尺度である。これまで数多くの多様度指数が考案されているが、ここでは、比較的よ
く使われるShannon-Wienerの 指数を用いる。Shannon-Wiener指数 'H は、以下の
式で表される。 
∑
=
−=
s
i
ii ppH
1
' ln ……………………………………………………… (3) 
ここで S は群集中の種数、 ip は群集中の全種の個体数のうちで種 i が占める割
合(相対優占度)である。このような多様度指数を国際貿易の研究に用いて、多様性
指数を示す。ここで ip は各国の各産業における輸出シェアを示す。 
③ 拡張モデル 
このような多様性の代理変数を基本モデルに入れて、各国の輸出に焦点を当てて、
モデルを拡張すると次のモデルになる。これは実際の実証分析のモデルでもある。 
ijijji
ij
jdiversidiversDYY
EXP
εβββββα ++++++
=
)()()log()log()log(
)log(
54321
…(4) 
 
第四節 回帰分析の結果と考察 
 「ITI 財別国際貿易マトリックス」のデータを基づいて作成したパネルデータを使い、プ
ーリング(OLS)推定を行った結果は表 1 に示している。より詳しく見るために、実際の推計
では 11 部門分類の上に、輸送機器の中から自動車産業、その他原料及び素の製品の中から
繊維産業を抽出し、同じ推定を行った。そして、ベトナムとの貿易量の低いことを考え、
代わりに実際の推計では東アジア諸国の一番の貿易相手国である米国を入れたことである。 
 表 1 は多様性と輸出の関係を産業別に回帰分析を行った結果である。この結果から分か
るように、全体としては多様性指数と輸出の正の相関関係が強い。特に機械類産業である
一般機械、電気機器、精密機器、輸送機器、IT 関連機器の場合、自国の多様性にしても、
相手国の多様性にしても、輸出に強い影響を与えていることは明らかである。輸送機器の
中の自動車産業の自国の多様性がマイナスになっていることは、自動車産業において日本
と韓国の輸出が圧倒的に多く、他の国々は輸入拡大の傾向であり、多様性より規模の経済
性の影響が強いように思われる。だが、自動車部品などを含んだ輸送機器の輸出と多様性
の関係は自動車で異なり、多様性と輸出が正の影響を与えていることから、輸送機器全体
にとっては、やはり多様性がよりうまく働いているように判断できる。化学工業品、プラ
スチックス・ゴム、雑製品、そのほか原料及びその製品は機械類製品と同じような分析結
                                                   
14 「種の豊富さ」とは、ある地域や生息地に含まれる種数のことを言う。 
15 「種組成の均等さ」とは、種当たりの個体数が均等することを言う。 
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果が出ているが、油脂・その他の動植物生産品において、輸出国の多様性が輸出にマイナ
スの影響を与え、食料品においては、相手国の多様性が輸出にマイナスの影響を与えてい
る。これは、油脂・その他の動植物生産品と食料品は工業製品と異なり、各国の習慣、文
化などとより強く関連があるからと考えられる。 
表 1 回帰分析の結果 
 )log(dist  ))(log( igdp  ))(log( jgdp  )(iDivers  )( jDivers  2adjR  
一般機械 
 
-0.899*** 
(14.77) 
0.568*** 
(19.38) 
0.591*** 
(20.18) 
6.699*** 
(12.43) 
5.173*** 
(9.60) 
0.450 
電気機器 -0.858*** 
(16.71) 
0.389*** 
(15.28) 
0.462*** 
(18.15) 
12.74*** 
(32.25) 
8.399*** 
(21.26) 
0.659 
精密機器 -0.948*** 
(14.61) 
0.874*** 
(27.48) 
0.744*** 
(23.38) 
4.436*** 
(13.60) 
3.193*** 
(9.80) 
0.567 
輸送機器 -0.855*** 
(14.03) 
1.017*** 
(32.21) 
0.688*** 
(21.80) 
2.341*** 
(8.13) 
4.613*** 
(16.01) 
0.562 
IT 関連機器 
 
-0.980*** 
(15.67) 
0.418*** 
(13.73) 
0.533*** 
(17.50) 
13.560*** 
(27.09) 
8.095*** 
(16.17) 
0.563 
化学工業品 -0.836*** 
(19.00) 
0.806*** 
(33.50) 
0.513*** 
(21.35) 
1.736*** 
(5.24) 
0.559* 
(1.69) 
0.574 
プラスチッ
クス・ゴム 
-0.913*** 
(16.77) 
0.667*** 
(24.72) 
0.662*** 
(24.58) 
4.128*** 
(11.11) 
1.687*** 
(4.54) 
0.469 
食料品 -0.508*** 
(8.36) 
0.472*** 
(15.40) 
0.485*** 
(15.86) 
2.623*** 
(7.28) 
-1.021*** 
(2.83) 
0.299 
油脂・その
他の動植物
生産品 
-0.206*** 
(2.85) 
0.309*** 
(8.82) 
0.492*** 
(14.06) 
-1.322*** 
(3.76) 
0.417 
(1.19) 
0.207 
雑製品 -0.685*** 
(12.12) 
0.650*** 
(23.46) 
0.797*** 
(28.86) 
1.007*** 
(3.52) 
3.111*** 
(10.91) 
0.557 
その他原料
及びその製
品 
-0.643*** 
(16.78) 
0.460*** 
(24.74) 
0.577** 
(31.00) 
4.528*** 
(17.51) 
2.874*** 
(11.12) 
0.684 
繊維及び同
製品 
-0.545*** 
(11.02) 
0.448*** 
(17.18) 
0.640*** 
(24.56) 
2.489*** 
(11.27) 
0.770*** 
(3.49) 
0.536 
自動車 -0.528*** 
(5.42) 
0.804*** 
(16.03) 
0.184*** 
(3.88) 
-3.321*** 
(8.50) 
1.992** 
(5.10) 
0.331 
注：( )内は t値を表し、(***)、(**)、(*)はそれぞれ有意水準 1％、5％、10％で帰無仮
説を棄却することを示す。 
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第３章(Chapter 3) 
Diverse Economic Landscape of the APEC Region 
Hikari Ishido 
 This chapter addresses some salient changes in the economic landscape 
surrounding our APEC region. The key headings at issue are: “Asian Currency Crisis”, 
“Doha Development Agenda”, “Globalization and Spread of RTAs/FTAs”, “World 
Financial and Economic Crisis”, “Emerging Markets” and “New Global Issues: global 
warming, terrorism, and pandemic diseases”. 
 
3.1 Asian Currency Crisis 
The Asian Currency Crisis of 1997 stagnated the economy of the APEC region. 
As Table 3-1 indicates, the exchange rates of some intra-regional currencies against the 
US dollar witnessed a large scale fluctuation in 1997 and 1998, seriously affecting the 
real sector of those crisis-stricken economies. While some economies had pegged their 
currencies to the US dollar, others suffered a large degree of depreciation against the US 
dollar and led to the capital flight of short-term money away from those economies. A 
few decades after the East Asian region part of the APEC registered a rapid economic 
expansion on the basis of inviting capital investments, importing parts/materials and 
exporting assembled products, the overall efficacy of this growth mechanism had been 
suffocated by the Crisis.  
Under the situation where the Asian Currency Crisis remained unchecked by 
those affected economies’ individual efforts, the Chiang Mai Initiative of an 
international fund mobilizing scheme was established with a view to underpinning 
excessive currency fluctuations. The size and regional coverage of the currency 
mobilizing scheme though were seriously limited for preventing the recurrence of 
another crisis. The World Financial and Economic Crisis (discussed later) can be seen as 
an inevitable outcome of this shortage of funds and limited coverage that a fund 
mobilizing initiative could possess. Given that international stability of currencies can 
be seen as an international “public good” (Griffith-Jones, 2003), and also that 
Considering the fact that the Euro-area does not suffer this sort of cross-border financial 
instability, there remains a need in the APEC region to devise a consolidated financial 
framework in this regard. 
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Table 3-1. Fluctuation of currency exchange rates for the APEC members 
(1996-1998) 
APEC Economy Exchange rate 
fluctuations 
(measured by CVa
Exchange rate 
fluctuations 
(measured by CV) 
against the US 
dollar (period: Jan. 
1 –Dec.31, 1996, 
against the US 
dollar) 
a
Exchange rate 
fluctuations 
(measured by CV) 
against the US dollar 
(period: Jan. 1 
–Dec.31, 1997, 
against the US 
dollar) 
a) 
against the US dollar 
(period: Jan. 1 
–Dec.31, 1998, 
against the US 
dollar) 
Australia 0.024 0.053 0.046 
Brunei Darussalam 0.004 0.051 0.035 
Canada 0.008 0.016 0.033 
Chile 0.012 0.017 0.019 
People's Republic 
of China 
0.001 0.001 0.000 
Hong Kong, China 0.000 0.001 0.000 
Indonesia 0.008 0.275 0.238 
Japan 0.027 0.039 0.068 
Republic of Korea 0.027 0.195 0.102 
Malaysia 0.009 0.155 0.057 
Mexico 0.021 0.021 0.078 
New Zealand 0.020 0.055 0.052 
Papua New Guinea 0.022 0.066 0.094 
Peru 0.035 0.011 0.042 
The Philippines 0.002 0.141 0.048 
Russia 0.055 0.017 0.564 
Singapore 0.004 0.051 0.032 
Chinese Taipei 0.005 0.057 0.027 
Thailand 0.004 0.209 0.110 
The United States Not applicable Not applicable Not applicable 
Viet Nam 0.003 0.028 0.043 
a
Notes: The figures in bold denote the top five records within the same year. 
 CV is defined as “the standard deviation divided by the average” of the time-series 
exchange rate data. 
Source: Calculated on the basis of daily interbank rates (publicly available data). 
 
3.2 Doha Development Agenda 
The "Development" aspect of WTO’s Doha Development Agenda (DDA) 
remains yet to be fully tapped: while multilateral trade liberalization is said to sustain 
efficient usage of resources over a period of time for a given country or group of 
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countries, the theory of free trade “does not say that free trade makes every individual 
better off” (Guha-Khasnobis, 2004: 3). Due to international as well as domestic 
conflicts of interest over equal distributions of wealth to be created by multilateral free 
trade, WTO’s non-discrimination principle (Most Favoured Nation treatment and 
National Treatment) is somewhat marginalized, giving way to the principle of 
regionalism (that is, exclusivity).  
Ministerial Conferences have taken place in Cancún in 2003, Geneva in 2004, 
Hong Kong in 2005 and Geneva in 2006 and 2008 to discuss concrete modalities 
especially of tariff reduction in all of the three major areas, i.e., agricultural market 
access, non-agricultural market access (NAMA), and service sector liberalization. 
Unfortunately though, no major and substantive agreement has been reached to date. 
Since APEC’s role in the field of trade liberalization might be limited, it can possibly 
facilitate talks on that, just as it had done when the Information Technology Agreement 
(ITA) was scaled up from APEC to WTO under the Singapore Ministerial Conference in 
December 1996. 
 
3.3 Globalization and the Spread of RTAs/FTAs 
The 1990s witnessed the further advancement of globalization as well as the 
spread of regional trade agreements (RTAs) and free trade agreements (FTAs), and a lot 
more RTAs/FTAs are either under proposal or official study. Table 3-2 lists the matrix of 
bilateral and plurilateral free trade agreements involving the APEC economies. The 
“density” of such trade agreements stands at 0.30 (62 agreements divided by 210 
possible combinations). What could be an outcome of this proliferation of RTAs/FTAs? 
As is well known, the economic impacts of formulating RTAs/FTAs range from 
trade creation (a static impact) to capital accumulation as well as productivity 
enhancement (dynamic impacts). Importantly, these features of RTAs/FTAs arise from 
the artificially created “exclusivity”. Then the “race to be the first”16
                                                   
16As Baldwin (2004) suggests, the first signatory to particular RTAs/FTAs will enjoy the 
“exclusivity” thereof, revealed as higher profit margins as well as larger profits of the commodities 
traded than those captured by latecomer signatories. 
, or so-called 
Domino Effect, might result among those trading blocs. What should be noted here is 
the possibility of a renewed commitment toward going back to the WTO-based 
multilateralism. Figure 3-1 depicts the possibility that as mutually exclusive RTAs/FTAs 
proliferate in number, the “density” of economies covered by certain RTAs/FTAs 
increases, hence the intended benefits of exclusivity gradually decrease, as indicated by 
the downward sloping curve in the Figure.  
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Table 3-2. Trade agreements matrix (TRAM) for the APEC members (as at 4 February 2010) 
AU BN CA CL CN HK ID JP KR MY MX NZ PG PE PH RU SG TH TW US VN  
-   Conc        Conc Conc Conc   Conc Conc  Conc  AU 
 -  Conc Conc  Conc Conc Conc   Conc     Conc     BN 
  - Conc       Conc   Conc      Conc  CA 
   - Conc   Conc Conc  Conc Conc  Conc   Conc   Conc  CL 
    - Conc Conc  Conc Conc  Conc  Conc Conc  Conc Conc   Conc CN 
     -   Conc             HK 
      - Conc Conc Conc       Conc     ID 
       -  Conc Conc    Conc  Conc Conc   Conc JP 
        - Conc    Conc Conc  Conc Conc   Conc KR 
         -  Conc        Conc  MY 
          -   Conc      Conc  MX 
           - Conc    Conc Conc    NZ 
            -         PG 
             -   Conc Conc  Conc  PE 
              -       PH 
               -      RU 
                -   Conc  SG 
                 -    TH 
                  -   TW 
                   -  US 
                    - VN 
Notes: Conc=Concluded. Bilateral as well as pluri-lateral RTAs/FTAs are counted as “concluded”. The ISO codes used match corresponding economies as follows. AU=Australia; 
BN= Brunei Darussalam; CA=Canada; CL=Chile; CN=People's Republic of China; HK=Hong Kong, China; ID=Indonesia; JP=Japan; KR=Republic of Korea; MY=Malaysia; 
MX=Mexico; NZ=New Zealand; PG=Papua New Guinea; PE=Peru; PH=The Philippi nes; RU=Russian Federation; SG=Singapore; TH=Thailand; TW=Chinese Taipei; US=The 
United States; VN=Viet Nam. 
Source: Adapted from Petri（2008）’s “Trade agreements matrix (TRAM), based on public information.
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Figure 3-1. Density and benefits/costs of RTAs/FTAs 
Source: Petri (2008), Fig.3. The effects of concluding more FTAs (p.8). 
On the other hand, the costs of complexity arising from the very coexistence 
of variously administered RTAs/FTAs increase (this is the so-called “spaghetti bowl” 
effect), thereby making the upward sloping curve in the Figure. At the intersection 
between the benefits-curve and costs curve, which will inevitably be attained as the 
number of RTAs/FTAs increase over time, the so-far self-reinforcing spread of bilateral 
as well as plurilateral trade agreements loses momentum, thus paving the way back on 
track to the WTO-based multilateralism. While it would be hard to empirically 
substantiate the benefits and costs curves as in Figure 3-1, there indeed exists much 
need to streamline the existing RTAs/FTAs for envisioning an APEC-wide regional 
economic integration (REI). 
The APEC-wide “connectivity” would then be improved, as has been strongly 
suggested in the APEC 2009 process hosted by Singapore: Since an APEC-wide REI 
could include not just at-the-border measures (tariff as the representative measure 
among others) but behind-the-border measures, a majority of which has been under 
scrutiny by APEC’s individual action plans (IAPs) as well as collective action plans 
(CAPs).  
 
3.4 World Financial and Economic Crisis 
Financial globalization has been making its advance on a magnified scale year 
after year since the financial big bang in the 1980s. The so-called sub-prime mortgage 
crisis which had originated in the US spread in 2008 onward to the rest of the world 
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including the APEC region. Table 3-3 shows the degree of fluctuation of APEC 
members’ currency exchange rates against the US dollar. Unlike in the case of the 
Asian Currency Crisis, some non-Asian economies had suffered a large degree of 
financial instability especially in 2008, as indicated in the Table.  
What then followed was a stagnation, or even depression, of the real-sector on 
a global scale: the financial stability had first led to the credit crunch by financiers 
against manufacturers’ capital investment projects, thereby affecting the business 
climate as well as consumers’ purchasing behavior. Social resilience has become high 
on APEC’s agenda in terms of securing trade insurance (at the border), and 
pension/medical insurance systems as well as generating employment and sustaining 
macroeconomic stability (behind the border). 
 
Table 3-3. Fluctuation of currency exchange rates for the APEC members 
(2007-2009) 
APEC Economy Exchange rate 
fluctuations 
(measured by CVa
Exchange rate 
fluctuations (measured 
by CV) 
against the US dollar 
(period: Jan. 1 
–Dec.31, 2007, 
against the US dollar) 
a
Exchange rate 
fluctuations (measured 
by CV) against the US 
dollar (period: Jan. 1 
–Dec.31, 2008, against 
the US dollar) 
a) against the US 
dollar (period: Jan. 1 
–Dec.31, 2009, against 
the US dollar) 
Australia 0.049 0.152 0.123 
Brunei Darussalam 0.022 0.036 0.032 
Canada 0.069 0.084 0.068 
Chile 0.028 0.145 0.065 
People's Republic of 
China 
0.017 0.020 0.000 
Hong Kong, China 0.003 0.003 0.000 
Indonesia 0.018 0.092 0.082 
Japan 0.032 0.052 0.038 
Republic of Korea 0.017 0.150 0.077 
Malaysia 0.019 0.046 0.026 
Mexico 0.011 0.105 0.044 
New Zealand 0.044 0.140 0.126 
Papua New Guinea 0.032 0.029 0.034 
Peru 0.031 0.042 0.041 
The Philippi nes 0.047 0.066 0.015 
Russia 0.025 0.063 0.066 
Singapore 0.021 0.036 0.032 
Chinese Taipei 0.009 0.034 0.022 
Thailand 0.043 0.049 0.026 
The United States Not applicable Not applicable Not applicable 
Viet Nam 0.009 0.026 0.017 
Notes: a
Source: Calculated on the basis of daily interbank rates (publicly available data). 
 CV is defined as “the standard deviation divided by the average” of the time-series 
exchange rate data. Notes: The figures in bold denote the top five records within the same year. 
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3.5 Emerging Markets 
Economies in the process of rapid economic growth are nowadays referred to 
as emerging markets. BRICs economies (Brazil, Russia, India, China), “Next eleven” 
economies (Bangladesh, Egypt, Indonesia, Iran, Mexico, Nigeria, Pakistan, the 
Philippines, Republic of Korea, Turkey, and Vietnam) and VISTA economies (Viet 
Nam, Indonesia, South Africa, Turkey, Argentina) are just a few of the groupings 
referring to emerging markets. 
While various labels exist to refer to those markets, the economies of China 
and India considered to be by far the two largest individual markets, and among APEC 
members, China, Russia and Vietnam are often considered as emerging economies. 
The share of nominal GDP accounted for by the so-called BRICs economies, as in 
Table 3-4, grew from 9.9 percent in 1995 to 21.5 percent in 2008, an indication that 
emerging economies are indeed emerging at the global economic stage. 
 
Table 3-4 Presence of BRICs in terms of Nominal GDP 
(US$ billion) 
 1995 2008 
Brazil 664  1,837  
Russian Federation 1,429  2,090  
India 336  2,997  
China 473  7,035  
BRICs total 2,902  13,959  
World GDP total 29,343  64,903  
Share of BRICs in 
World GDP total 
(percent) 
9.9  21.5  
Source: Calculated from IMF data and other publicly available information. 
 With the increased presence of emerging markets, there are concerns of 
tightening natural resource constraints, potential environmental degradation and 
heightening financial instability. APEC, currently having China and Russian 
Federation as member economies and hence internalizing emerging markets, could 
surely contribute to what could be termed “soft taking off” of these emerging markets 
on the basis of its open regionalism. 
 
3.6 New Global Issues: global warming, terrorism, and pandemic diseases 
Global warming is among the “new global issues”. Signatories to the United 
Nations Framework Convention on Climate Change (UNFCCC) have been making 
their utmost efforts to mitigate the adverse effect that the global warming could make 
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upon the global society. The 15th
POP
POP
GDP
GDP
E
E
COCO ×××= 22
 conference of parties (COP15) held under the 
Framework in Copenhagen served as an occasion to discuss how to set a new 
post-Kyoto Protocol framework for mitigating climate change. A recurring critical 
issue which was revealed in COP15 also was how to forge a consensus-based, fair 
carbon reduction target. While this daunting task remains yet to be achieved, a 
measurable set of indicators should be addressed. One possible way is to use the 
following decomposition: 
. 
where  
CO2
E: energy supply for economic activities; 
: emissions of carbon dioxide (as a dominant part of greenhouse gasses); 
GDP: Gross domestic product; 
POP: Population. 
The first factor on the left hand side (
E
CO2 ), measures the cleanness of energy, the 
second factor (
GDP
E ), the degree of energy conservation in economic activity, the 
third factor (
POP
GDP ), per-capita GDP (standard of living), and the fourth factor ( POP ) 
shows the size of the economy under consideration. It is obvious from the above 
decomposition that in order to reduce CO2
E
CO2
 and keep the economy advancing in terms 
of both the standard of living and population, the cleanness of energy ( ) and/or 
the degree of energy conservation (
GDP
E ) will have to be facilitated greatly so as to 
offset the upward pressure from 
POP
GDP  and/or POP. 
Table 3-5 shows the values of those indicators in the identity above for APEC members. 
Using the notations in the Table, the decomposition above can be written as: 
)()()()()( EDCBA ×××= . 
As revealed in the Table, there are significant disparities across the APEC 
member economies in the value of (B) --cleanness of energy--, and (C) --degree of 
energy conservation in economic activities--. While these figures might be sensitive to 
the choice of original data set, what we the APEC as a whole should tackle is clearly 
indicated, i.e., facilitating cooperation in achieving the lowest possible figures of both 
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(B) and (C). 
 
Table 3-5. Emissions of carbon dioxide (CO2
 
) by the APEC member economies 
and related indicators (for the year 2007) 
(A) (B) (C) (D) (E) 
APEC 
Economy 
CO2 CO
emissions 
(million 
metric 
tons) 
2 Primary 
energy 
supply per 
PPP-based 
GDP (oil 
equivalent 
tons/US 2000 
dollars) 
 
emissions per 
primary 
energy 
supply 
(tons/oil 
equivalent 
tons) 
PPP-based 
GDP per 
capita (US 
2000 dollars 
per capita) 
Population 
(millions) 
Australia 396.3 3.19 0.19 31.55 21.1 
Brunei 
Darussalam 
5.8 2.10 0.46 15.51 
0.4 
Canada 572.9 2.13 0.26 31.75 33.0 
Chile 71 2.31 0.16 11.43 16.6 
People's 
Republic of 
China 
6,027.9 3.08 0.20 7.51 
1,320.0 
Hong Kong, 
China 
43.4 3.16 0.06 35.24 
6.9 
Indonesia 377.2 1.98 0.23 3.75 225.6 
Japan 1,236.3 2.41 0.14 28.34 127.8 
Republic of 
Korea 
488.7 2.20 0.21 21.99 
48.5 
Malaysia 177.4 2.44 0.25 10.93 26.6 
Mexico 437.9 2.38 0.16 11.06 105.7 
New Zealand 35.5 2.12 0.17 24.15 4.2 
Papua New 
Guinea 
n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 
Peru 30.3 2.15 0.08 6.33 27.9 
The 
Philippines 
71.8 1.80 0.09 4.89 
87.9 
Russian 
Federation 
1,87.4 2.36 0.42 11.32 
141.6 
Singapore 45 1.68 0.20 29.61 4.6 
Chinese Taipei 276.2 2.51 0.17 27.84 22.9 
Thailand 225.7 2.17 0.19 8.58 63.8 
The United 
States 
5,69.3 2.47 0.20 37.96 
302.1 
Viet Nam 93.6 1.68 0.21 3.14 85.1 
Notes: n.a. not available. 
Source: Calculated from International Energy Agency’s online database 
(http://www.iea.org/co2highlights/co2Highlights.XLS). 
 
The spread of global-scale terrorism has, since 11 Sep. 2001, been among the 
downside of globalization. Business transactions costs are at the peril of a significant 
increase if unchecked. The multi-ethnicity of the APEC region and its oft-cited slogan 
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“Unity in Diversity” can serve as the global “best practice” when successfully 
demonstrated. APEC’s recent and serious attention to the economic relevance of 
cultural issues should be highly commended and continue to be addressed over the 
next decade. 
Apart from the serious issue of terrorism, the outbreak of pandemic diseases 
including birds flu, SARS and H1N1 new-type influenza also reveal the global 
society’s deep interdependence. Although these issues themselves might have disclosed 
rather negative connotations of our globalized society, the very conduct of collectively 
paying attention to them will surely pave the way for achieving an APEC as a more 
consolidated community. 
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第 4 章(Chapter 4) 
APEC Members’ Complementaｒity and Connectivity: A Spatial-Economic View 
Hikari Ishido∗
1. Abstract (by way of introduction) 
 
This chapter addresses the importance of complementarity and spatial connectivity 
among APEC member economies’ industrial activities. The open regionalism of the 
APEC has resulted in a significant reduction in trade and investment liberalization in the 
past two decades. With a view to measuring future benefits arising from further trade 
and investment liberalization, a simulation analysis and a gravity model estimation have 
been made for this region.  
The results of a computable general equilibrium analysis indicates that 
industrial complementation among APEC members will lead to overall welfare gains, 
and the results of the gravity model analysis highlights the possibility that as the trade 
cost is further reduced, the size of natural economic activities in the APEC region will 
expand to match de facto economic integration with de jure one to be formulated in the 
near future. 
 
2. APEC’s efforts in trade and investment liberalization and facilitation 
With the complexity of Asia-Pacific region's trade pattern and financial interdependence 
evolving further in this new century, the Pacific Rim region has a significant implication 
for formulating outward-looking economic policy both in all the APEC member 
economies. APEC is a unique international forum in that it (1) propounds an “open 
regionalism” of free trade and investment, originally (albeit arguably) on a 
non-reciprocal basis; (2) operates in a uniquely complementary (or diverse) economic 
milieu; and (3) adopts a loose 1st
The Asia Pacific region has been among the most economically dynamic 
regions in the world: Since APEC's formation in 1989, the total trade of APEC has 
 track (governmental) connectivity among member 
economies. 
                                                   
∗Associate Professor of international economics and Head of APEC Study Center, 
Chiba University, Japan (ishido@le.chiba-u.ac.jp). I wish to acknowledge and cordially 
thank the research assistantship provided by Messrs. Haishan Qi and Nobushige 
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grown 395%, significantly outpacing the rest of the world; in the same period, GDP (in 
terms of purchasing power parity) in the APEC region has tripled, while GDP in the rest 
of the world has less than doubled.17
 Following is the excerpt from its homepage regarding APEC’s trade and 
investment liberalization and business facilitation respectively.
 APEC's work under its three main pillars of 
activity, i.e., trade and investment liberalization, business facilitation and economic and 
technical cooperation, has helped drive this economic growth and improve employment 
opportunities and standards of living for the citizens of the region. 
18
Trade and Investment Liberalisation: 
 
• APEC is the premier forum for trade and investment liberalization in the 
Asia-Pacific and has set targets dates for "free and open trade": no later than the 
year 2010 for industrialized economies, and 2020 for developing economies 
(the Bogor Goals).  
• When APEC was established in 1989, average trade barriers in the region stood 
at 16.9%; by 2004 barriers had been reduced by approximately 70% to 5.5%. 
• As a consequence, intra-APEC merchandise trade (exports and imports) has 
grown from US$1.7 trillion in 1989 to US$8.44 trillion in 2007 - an average 
increase of 8.5% per year; and merchandise trade within the region accounted 
for 67% of APEC’s total merchandise trade in 2007. 
• Similarly, trade with the rest of the world has increased from US$3 trillion in 
1989 to US$15 trillion in 2007, an average increase of 8.3% per year. Trade in 
the rest of the world has increased at 7.6% over the same period.  
• Over 30 bilateral free trade agreements (FTAs) have been concluded between 
APEC Member Economies.  
• APEC is also pursuing trade and investment liberalization through its Regional 
Economic Integration agenda. Progress to date includes:  
o Investigating the prospects of and options for a Free Trade Area of the 
Asia-Pacific.  
o The development of 15 model measures for RTAs/FTAs that serve as a 
reference for APEC members to achieve comprehensive and 
high-quality agreements. 
                                                   
17 APEC’s homepage(www.apec.org).  
18 http://www.apec.org/apec/about_apec/achievements_and_benefits.html 
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• APEC has also acted as a catalyst in the advancement of World Trade 
Organisation multilateral trade negotiations over the past 20 years.  
 
Business Facilitation: 
• As a result of the APEC Trade Facilitation Action Plan (TFAP I) the cost of 
business transactions across the region was reduced by 5% between 2002 and 
2006.  
• A second trade facilitation action plan (TFAP II), aims to reduce transaction 
costs by a further 5% between 2007 and 2010.  
• APEC initiatives that help facilitate trade include:  
o The introduction of electronic/paperless systems by all member 
economies, covering the payment of duties, and customs and 
trade-related document processing.  
• The Single Window Strategic Plan, adopted in 2007, provides a framework for 
the development of Single Window systems which will allow importers and 
exporters to submit information to government once, instead of to multiple 
government agencies, through a single entry point.  
• Providing business with a concise one-stop repository of customs and trade 
facilitation related information for all APEC economies through the APEC 
Customs and Trade Facilitation Handbook. 
o The APEC Tariff Database provides users with easy access to APEC 
member economies' tariff schedules, concessions, prohibitions and other 
information.  
• In 2008, a groundbreaking Investment Facilitation Action Plan was endorsed; it 
aims to improve the investment environment in Member Economies.  
• The APEC Privacy Framework provides guidance and direction to both APEC 
Member Economies and businesses on implementing information privacy 
protection policies and procedures. By facilitating information flows it will 
facilitate trade and e-commerce. 
• The APEC Business Travel Card (ABTC) provides substantial time and cost 
savings to business people and facilitates their travel in the region, by allowing 
visa free travel and express lane transit at airports in participating economies. 
• APEC is also removing behind-the-border barriers to trade through 
its Structural Reform agenda, which focuses on reforming domestic policies 
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and institutions that adversely affect the operation of markets, and the capacity 
of businesses to access markets and to operate efficiently. 
In a nutshell, APEC has constantly been promoting its trade and investment 
liberalization and facilitation (TILF) agenda. What will be the outcome of pursuing the 
APEC-wide TILF? The next section attempts to delve into this issue. 
 
3. APEC members’ complementarity: A GTAP model analysis and its implication 
This section makes a computable general equilibrium analysis of the possible impact of 
APEC-wide trade liberalization as part of its TILF agenda. The data package provided 
by Global Trade Analysis Project (GTAP) is used in this analysis. For lack of data and 
computational capacity, the simulation has been done with the regional coverage and 
aggregation in Table 1.  
 
Table 1. Nine regions used in the GTAP analysis 
 Label Contents 
1 ANZ Australia, New Zealand 
2 JPN Japan 
3 ASA Indonesia, Malaysia, the Philippines, Thailand 
4 CHN China 
5 NIE Hong Kong China, Korea,, Chinese Taipei, Singapore 
6 AAM Canada, USA, Mexico, Peru, Chine 
7 RUS Russia 
8 EU European Union countries 
9 ROW Rest of the world  
 
Table 2 shows the level of tariff-equivalent trade barriers. The GTAP analysis 
measures impacts of the total removal of these barriers. As implied, the service sector’s 
trade barrier is underestimated, together with all the other sectors in which only 
“at-the-border” trade barriers are considered. There are four cases of APEC-wide trade 
liberalization: (1) Closed regionalism (Free Trade Area of the Asia and Pacific, or 
FTAAP), (2) Open regionalism (APEC members’ voluntary MFN provision to 
non-members), (3) Reciprocal Regionalism (APEC members’ reciprocal MFN provision 
to non-members) and (4) WTO-based trade liberalization. 
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Table 2. Average import tariff rate used in the GTAP analysis (base year: 2000) 
(Percent) 
Industry ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW 
Agriculture 0.3  14.3  14.5  30.1  45.0  2.7  8.1  7.0  11.2  
Mining 1.7  0.1  2.0  1.1  1.9  0.8  3.5  0.0  10.2  
Processed 
food 3.6  26.3  25.1  17.4  12.1  5.6  16.3  13.1  24.4  
Textile 13.5  7.8  11.9  19.2  5.2  11.1  14.0  7.2  18.6  
Chemicals 3.0  1.3  7.4  13.6  3.6  2.9  10.0  2.4  10.0  
Metal 2.8  0.6  6.7  6.8  2.2  1.9  7.7  2.6  9.0  
Construction 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  
Manufacturing 4.9  0.9  5.7  11.2  2.0  2.0  10.6  1.6  10.6  
Services 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  
Source: GTAP database, Version6. 
 
 Table 3 shows the results of the simulation. The combined impacts of trade 
creation and trade diversion arising from removing trade barriers. Case (2) Open 
regionalism (APEC members’ voluntary MFN provision to non-members) gives the 
largest APEC-wide gain. No case is free from at least one region registering a loss in 
terms of this “static” consideration. Clearly, therefore, APEC-wide economic 
cooperation is necessary. When consideration is also given to dynamic impacts, e.g., 
capital accumulation and productivity enhancement over time after removing the trade 
barriers, the overall GDP gains of APEC economies will be larger than those under the 
four cases at issue here. Under the case (3), i.e., Reciprocal Regionalism (APEC 
members’ reciprocal MFN provision to non-members), exhibits the second largest 
benefit to the APEC region. Case (1), i.e., closed regionalism, follows, and the 
WTO-based trade liberalization (Case(4)) shows the lowest gains for APEC. 
  Note that these results might be sensitive to the assumptions of GTAP-based 
simulation, e.g., constant returns to scale, homogeneous elasticity of substitution 
among products, and no technological improvement over time among others. In 
actuality, quite non-linear impacts of investment-agglomeration and technology, for 
instance. What is clear from this simulation exercise is that particular sub-sections of 
APEC economy’s industrial activities have to shrink, in order to release the factors of 
production for use in more comparatively advantaged activities (see the Appendix 
tables in this regard). In essence, an APEC-wide complementation process, made 
smooth through the conduct of APEC-wide ECOTECH, is what we should envision 
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through promoting the TILF agenda. The next section therefore touches upon the 
connectivity of the APEC members, since such complementation is made possible 
through an enhanced connectivity.  
 
Table 3. Results of the GTAP analysis: simulated change in the APEC members’ 
GDP (base year: 2000) 
(percent) 
Economy/Region (1) Closed regionalism 
(FTAAP) 
(2) Open 
regionalism (APEC 
members’ voluntary 
MFN provision to 
non-members)  
(3) Reciprocal 
Regionalism 
(APEC members’ 
reciprocal MFN 
provision to 
non-members) 
(4) WTO-based 
trade 
liberalization 
ANZ 2.79 4.3 2.84 2.19 
JPN 1.12 2.4 1.22 0.81 
ASA 0.61 3.93 2.57 1.87 
CHN 0.5 3.05 1.55 1.02 
NIE 1.24 3.51 2.44 1.97 
AAM -0.55 0.24 -0.74 -1.1 
RUS -0.99 -1.12 -2.6 -3.29 
APEC (simple 
average of the 
above) 0.67  2.33  1.04  0.50  
EU -0.84 -2.78 -1.44 -0.71 
ROW -1.14 -4.48 -2.78 -2.99 
World Total 
(simple average 
of the above) 0.30  1.01  0.34  -0.03  
Source: GTAP calculation by Haishan Qi. 
 
4. APEC members’ connectivity: a spatial economic view: 
There have been several research attempts made in the field of spatial economics to 
capture the self-emergence of industrial agglomerations both theoretically an 
empirically (e.g., Fujita et al., 1999; Baldwin et al., 2003; Fujita, 2007; Kumagai, 2008). 
Figure 1 shows a spatial economic view of the “potential (in terms of producers’ 
profitability and consumers’ coziness of life): As illustrated in the Figure, the distance 
from the “Core” has a non-linear impact on the potential of a location. That is, the 
potential for making profits and enjoying high standards of living (“utility”) becomes 
lower initially, as the location is farther away from the “Core” region. 
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Given an increased population, however, the “potential” of location becomes 
larger as the distance from the Core to a particular location becomes even longer. In 
sum, the potential curve will exhibit a wave-line shape, and the “frequency” of the 
potential curve is said to depend on particular industrial sectors at issue. If the 
consumers’ elasticity of demand with respect to distance is high for a particular 
commodity (as in the case of food sector, for instance), then the “trade cost” of the 
commodity in its broad sense is large and therefore the wave-length of the potential 
curve will be shorter; hence, decentralized production of such a commodity would be 
the natural outcome. If, on the other hand, consumers have a low elasticity of demand 
with respect to distance for another commodity (e.g., automobiles and TV sets), then the 
wave-length of the corresponding potential curve is longer; a large industrial 
agglomeration in a few locations would be more desirable. An APEC-wide connectivity 
issue could be designed with due consideration to this sort of spatial economic 
dynamics. 
 
Source: Adapter from Fujita, Krugman and Venables (1999), Figure 9.4. 
Figure 1. Market potential of locations 
 
 With the above spatial connectivity in mind, a gravity-model analysis has been 
made. One novel feature of this analysis is its use of the World Bank’s “Logistics 
Core of 
the 
industry 
Too close 
 
Potential site for another 
agglomeration 
Too far-away 
Infinite population Potential of the location 
Large population 
Smaller population 
Small population 
図 2.3 空間経済学から見た都心と千葉 
Larger population 
Distance from the Core 
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Performance Index (LPI)-overall”19
The equation to be estimated is as follows: 
 as an explanatory variable. This index measures the 
following comprehensive and detailed aspects of spatial “connectivity”: Efficiency of 
customs and other border procedures; Quality of transport and IT infrastructures; 
International transport costs; Logistics competence; Trackability of shipments; 
Domestic transportation costs; Timeliness of shipments; Trading across borders rank; 
No. of documents for export; Days for export; Cost to export (US$ per container); No. 
of documents for import; Days for import; Cost to import (US$ per container); 
UNCTAD - Liner shipping connectivity index; Telephones (fixed + mobile) per 100 
inhabitants; Average cost of 3-minute call to US (US$); Personal computers per 100 
inhabitants; Internet users per 100 inhabitants; Secondary gross school enrollment (%); 
Tertiary gross school enrollment (%); Total Freight Costs to US (% of import value); Air 
Freight Costs to US (%of import value); Air freight costs from US - DHL, 1 lbs; Pump 
price for diesel fuel (US$ per liter) ; and Electricity cost for industry ($ per 
kilowatt*hour). 
log(EXPij)= A*log(GDPi)+B* log(GDPj)+C* log(dist ij)+D*LPI i+E*LPI j
where 
+ Const 
EXPij
GDP
: export from an APEC economy i to an APEC economy j (in million US dollars; 
based on the dataset compiled by the Institute of Trade and Investment (ITI), Japan) 
i
GDP
: gross domestic product of an APEC economy i (in million US dollars; based on 
the World Bank) 
j
dist
: gross domestic product of an APEC economy j (in million US dollars; based on 
the World Bank) 
ij
LPI
: (in kilometers, based on publicized data) 
i
LPI
: Logistics Performance Index for an APEC economy i (based on the World Bank) 
j
A, B, C, D, E and Const: Coefficients to be estimated. 
: Logistics Performance Index for an APEC economy j (based on the World Bank) 
The number of observations was 182 for all the product categories.20
                                                   
19 Downloadable at: 
http://info.worldbank.org/etools/tradesurvey/mode1b.asp?sorder=lpirank&cgroup=0 
 The base 
20 For lack of break-down trade data, only the following APEC member economies are considered 
in this analysis: Australia, Canada, China, Hong Kong China, Chinese Taipei, Indonesia, Japan, 
Republic of Korea, Malaysia, Mexico, Philippi nes, The Russian Federation, Singapore, Thailand, 
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year adopted is 2007. Table 4 shows the results of the model estimation. From a spatial 
economic perspective, dist measures a geographical distance in its loose sense; LPI, on 
the other hand, measures an institutional distance. As shown in the Table, coefficients 
are significant for most of the product categories: A larger GDP of either exporting or 
importing economies, a shorter distance between the trading economies, and a better 
(larger) LPI value for either exporting or importing economies, all tend to increase the 
trade volume among those economies. 
What is also noticeable is the larger magnitude (hence elasticity) of coefficient 
for dist for “automotive parts” (i.e., -3.347) than that for “transportation machinery” on 
the whole (i.e., -1.600). Also, the coefficient for dist for “IT-parts” (-2.332) is larger in 
magnitude than that for IT-final products (-1.341). Both of these observations seem to 
indicate, first, that when the trade cost per product unit is large (because of the physical 
bulkiness and/or weightiness), the trade volume tends to go down quickly with the 
increase of physical distance. Second, the trade volume for parts (as opposed to final 
products) tends to go down more quickly, with the increase of physical distance. 
Importantly, with the reduction of trade costs in various forms, the natural size of 
economic activities tends to expand , in line with the theoretical prediction of spatial 
economics (e.g., Fujita, Krugman and Venables, 1999). 
Table 4. Estimated coefficients of the gravity model (base year: 2007) 
Product 
A 
(Coefficie
nt for 
log(GDPi
B 
)) 
(Coefficient 
for 
log(GDPj
C 
)) 
(Coefficient 
for 
log(dist ij
D 
)) 
(Coefficient 
for  
LPI i
E 
) 
(Coefficient 
for   
LPI j Adj.R) 
All products 
2 
0.537
(0.056) 
*** 0.634
(0.049) 
*** -1.186
(0.086) 
*** 0.550
(0.059) 
*** 0.401
(0.059) 
*** 0.756 
Cereals 1.862
(0.586) 
*** 0.251 
(0.519) 
-0.156 
(0.909) 
0.883 
(0.619) 
0.761 
(0.619) 
0.078 
Crude oil -0.951 
(0.596) 
1.366
(0.528) 
** -1.945
(0.924) 
** -1.441
(0.630) 
** 2.503
(0.630) 
*** 0.213 
Transportation 
machinery 
0.766
(0.204) 
*** 0.703
(0.181) 
*** -1.600
(0.317) 
*** 1.392
(0.216) 
*** 0.635
(0.216) 
*** 0.375 
Automotive 
parts 
0.505 
(0.331) 
1.513
(0.293) 
*** -3.347
(0.514) 
*** 2.206
(0.350) 
*** 0.578 
(0.350) 
0.380 
IT-final 0.483 0.820*** -1.341*** 1.497*** 0.739*** 0.430 *** 
                                                                                                                                                     
USA, and Vietnam. 
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products (0.185) (0.164) (0.287) (0.196) (0.200) 
IT- parts 0.436
(0.209) 
** 0.717
(0.185) 
*** -2.332
(0.324) 
*** 1.546
(0.221) 
*** 0.909
(0.221) 
*** 0.439 
Notes: *** Significant at 1 percent level, ** significant at 5 percent level, * significant at 10 percent 
level. Figures in parentheses are standard errors. 
Source: Author’s calculation based on the Institute of Trade and Investment (ITI), Japan. 
 
It has been identified in a separate regression that “per-capita GDP difference” 
among the trading economies is not significant, implying that “vertical specialization” 
in accordance with wage rate differential is not the main driving force of the APEC’s 
intra-regional division of labor. Rather, a horizontal complementation (or 
differentiation) seems to be the governing norm in this region. This is a right status quo 
towards achieving the Bogor Goals, since, after all, the gist of setting the ambitious 
target was to narrow the income gap among APEC’s member economies. Thus, there is 
APEC-wide institutional scope for further promoting horizontal rather than vertical 
complementarity, i.e., not in terms of the level of economic development but in terms 
of differing areas of specialization. A “Trans-Pacific” industrial cooperation, say in the 
field of automotive sector (which is known to possess the deepest input-output linkage 
across industrial sectors and national borders), might be among realistic “post-Bogor” 
options for a serious APEC-wide consideration.21
 
 
5. Policy implication 
In this brief paper, an emphasis has been placed on the importance of complementarity 
and spatial connectivity among APEC member economies’ industrial activities. Indeed, 
there is much scope for reaping further benefits out of promoting APEC’s TILF agenda, 
since the diversified economies of the APEC region are naturally complementary with 
each other. APEC, with its TFAP and TFAP II, has so far been successfully reducing 
trade-related transactions costs over the past several years. 
What then is needed? In the face of proliferating de jure economic integrations 
on a global scale, attention should be paid to APEC’s “open regionalism” once again. 
This phrase could be interpreted in various forms, e.g., a voluntary TILF on an MFN 
basis, a reciprocal openness, or an openness in terms of membership expansion into the 
future. An “open sourcing” of ideas, technology and resource person is also the latest 
                                                   
21 For instance, an eco-friendly “APEC Car” project might be conceivable, involving all the APEC 
member economies’ horizontal technological/resource endowments. 
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trend of doing business in the most promising software industry.22
APEC members’ diversity translates into complementarity most notably in the field of 
trade and investment. 
 By the same token, 
even an APEC-centered yet openly-sourced (i.e., open to non-members of APEC) 
industrial complementation project could be in scope. This sort of project is not suitable 
for an exclusive club, but desirable for a successful restaurant. 
This complementarity can be intensified through an enhanced level of spatial 
(including institutional) connectivity. In the arena of international economic policy 
making, the popularity of the APEC forum had “hit the bottom” soon after the Asian 
Financial Crisis in 1997, at which APEC could not, at least as a general perception, 
prescribe any viable policy frameworks. That said, the resurgence of a global-scale 
economic turmoil and sociopolitical instability puts into question the possibility of 
exclusively achieving economic prosperity in the Asia Pacific region. Economic and 
technical cooperation (ECOTECH) could therefore be uniquely promoted as a 
post-Bogor agenda at the Asia Pacific ECONOMIC COOPERATION
 
 (emphasis added). 
                                                   
22 Just note the proliferation and convenience of freewares downloadable on line. 
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Appendix. Detailed results of the GTAP analysis 
A1. Closed regionalism (FTAAP) 
A1-1. Change in the trade account 
($ million) 
Industry ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW 
Agriculture 519.09 -4990.76 -2240.21 -929.39 -6343.39 13247.02 -436.18 118.89 -1182.55 
Mining -169.22 -816.98 -877.97 542.73 -1548.11 485.23 -13.75 601.38 1588.7 
Processed food 7598.08 -17287.6 -198.64 -385.04 5149 9917.41 -638.47 -3658.87 -2069.49 
Textile -952.23 -879.6 4941.3 7956.52 13826.9 -15637 77.63 -3517 -7614.22 
Chemicals -851.68 4352.2 931.23 -9976.81 2474.32 1901.33 -168.92 -681.5 382.86 
Metal -466.1 2562.62 -1170.35 -3009.3 -109.54 272.88 644.39 367 558.59 
Construction -8.08 -392.91 -126.99 -84.99 -98.11 32.59 -1.04 498.14 181.4 
Manufacturing -5524.44 15474.56 -1774.28 -3596.76 -8097.76 -6272.03 -1049.87 109.59 8075.65 
Services -2408.76 -3005.98 -4080.25 -1538.98 -10558.7 4440.67 256.94 18245.39 9108.63 
A1-2. Domestic production 
($ million) 
Industry ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW 
Agriculture 3.92 -10.29 -2.88 -0.91 -20.55 5.92 -2.39 -0.26 -0.33 
Mining -1.89 -1.19 -1.39 -1.25 -1.93 0.24 0.16 0.36 0.54 
Processed 
food 15.19 -5.3 -0.31 0.2 15.85 1.09 -1.64 -0.63 -0.42 
Textile -18.14 0.07 18.3 5.28 26.62 -6.59 6.05 -2.57 -3.9 
Chemicals -1.94 1.23 2.98 -2.71 4.18 0.04 -0.01 -0.24 -0.07 
Metal -6.34 2.94 -5.99 -2.44 -1.76 -0.12 2.6 -0.01 0.77 
Construction 3.23 0.47 6.04 3.25 2.7 -0.18 1.31 -0.57 -0.9 
Manufacturing -7.54 1.35 1.19 0.24 -1.83 -0.25 -1.71 -0.19 0.65 
Services -0.32 -0.03 -1.5 -0.4 -0.74 -0.01 0.17 0.18 0.2 
 
A2. Open regionalism 
A2-1. Change in the trade account 
($ million) 
Industry ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW 
Agriculture 813.02 -5416.59 -3774.98 -309.26 -7352.58 15625.53 -494.35 -421.39 -1080.1 
Mining 279.93 -758.9 -296.99 646.09 -1929.19 -247.34 -2391.7 2142.14 1895.2 
Processed 
food 9222.73 -17587.4 9177.25 14.23 9014.69 18727.29 -465.86 -13641.4 -17828.2 
Textile -982.5 367.2 7993.55 24223.11 17533.86 -15434.1 89.59 -17611.9 -18947.5 
Chemicals -1134.53 4294.74 1137.81 -10498.9 3997.82 4256.05 1307.74 -4497.15 -1254.16 
Metal -627.41 2444.03 -1008.19 -3306.77 -433.27 -1003.3 991.34 207.83 2156.31 
Construction -14.1 -825.92 -260.14 -210.75 -186.82 -159.94 -13.33 1203 468.01 
Manufacturing -6002.97 20893.16 -7147.09 -13419.4 -5409.93 1515.73 -1229.18 3287.85 4325.19 
Services -3838.04 -7048.67 -8356.71 -4470.21 -20341.1 -13715.8 18.83 47000.12 26114.97 
 
A2-2. Domestic production 
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($ million) 
A3. Reciprocal regionalism 
A3-1. Change in the trade account 
($ million) 
Industry ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW 
Agriculture 505.99 -5135.6 -3992.75 -6113.21 -7050.02 11958.67 -526.08 -973.99 8418.01 
Mining 250.19 -697.47 -227.98 726.02 -1995.16 475.02 -1744.35 1028.58 1424.1 
Processed 
food 7820.26 -19454 8447.38 -269.59 8879.75 13072 -1863.25 -6053.54 -15036.1 
Textile -1070.9 -903.95 6471.47 23624.32 13282.64 -26072.7 41.9 -14246.7 -5009.24 
Chemicals -943.64 3934.74 494.49 -11126.8 3650.59 3633.34 280.23 -864.7 -2332 
Metal -361.25 2696.52 -1112.16 -3731.2 -335.07 79.77 1640.71 73.61 285.43 
Construction -8.99 -448.39 -217.1 -155.4 -142.63 16.58 -10.31 699.32 266.91 
Manufacturing -5961.36 24279.07 -7561.42 -13167.4 -7196.34 11592.14 -3216.05 8735.14 -12881.8 
Services -2569.84 -2504.92 -6727.47 -2994.09 -15051.9 4328.61 658.22 29610.77 16676.28 
 
A3-2. Domestic production 
($ million) 
Industry ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW 
Agriculture 3.89 -10.97 -2.27 -3.4 -22.36 5.57 -3.97 -1.01 0.85 
Mining -1.1 -1.79 -1.53 -1.97 -4.98 0.11 -0.39 0.14 0.65 
Processed food 15.65 -6.14 10.05 1.13 23.3 1.58 -5.49 -0.89 -2.46 
Textile -20.84 0.19 22.47 17.58 24.83 -11.3 3.74 -9.67 -1.85 
Chemicals -2.25 1.07 1.71 -3.2 5.46 0.14 1.71 -0.3 -0.29 
Metal -6.12 3.37 -9.63 -4.72 -1.97 0.22 6.84 0 0.41 
Construction 3.53 -0.08 8.26 4.57 3.54 -0.45 5.13 -0.82 1.05 
Manufacturing -8.23 1.98 -2.48 -1.64 -1.31 0.36 -5.19 0.19 -0.75 
Services -0.33 -0.03 -2.38 -0.43 -1.06 -0.05 0.4 0.27 0.18 
 
A4. WTO-based trade liberalization 
A4-1. Change in the trade account 
($ million) 
Industry ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW 
Agriculture 446.03 -5097.87 -3726.19 -6015.33 -6852.29 11511.33 -519.17 -2247.05 8745.18 
Mining 191.06 -556.05 -242.4 723.15 -1742.17 500.2 -1799.08 108.71 1923.37 
Processed 
food 7166.33 -19293.2 6669.99 -646.6 8058.94 10590.8 -1915.08 -12548 -4379.72 
Textile -1045.12 -984.5 5937.45 21582.75 12295.69 -26342.7 55.53 -12211.5 -3638.69 
Chemicals -814.15 4308.49 472.52 -10981 3562.48 4705.56 492.57 5001.22 -10529.2 
Metal -349.93 2542.03 -1158.75 -3721.51 -316.38 149.39 1513.35 -543.49 813.71 
Construction -6.63 -285.19 -179.23 -120.84 -120.15 94.18 4.33 339.81 273.71 
Manufacturing -5563 25362.37 -6780.55 -11655.9 -8335.18 14069.69 -3247.11 20264.5 -31030.4 
Services -1939.57 -441.22 -5532.54 -2180.07 -11867.6 12076.04 1201.19 17840.85 17907.9 
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A4-2. Domestic production 
($ million) 
Industry ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW 
Agriculture 3.61 -11.04 -2.57 -3.46 -22.52 5.35 -4 -1.78 1.26 
Mining -1 -1.78 -1.47 -1.89 -5 0.12 -0.18 -0.38 0.4 
Processed food 14.52 -6.15 8.02 0.91 21.76 1.26 -5.77 -1.63 -0.88 
Textile -20.69 -0.04 20.83 16.19 23.15 -11.6 3.82 -8.03 -1.19 
Chemicals -1.96 1.18 1.72 -3.16 5.14 0.23 2.14 0.46 -1.61 
Metal -5.69 3.29 -9.64 -4.45 -2.53 0.21 6.73 -0.07 0.06 
Construction 2.99 -0.41 7.7 4.33 3.22 -0.68 4.12 -0.67 2.41 
Manufacturing -7.9 2.04 -1.91 -1.26 -1.79 0.32 -5.44 0.7 -2.32 
Services -0.25 -0.01 -2 -0.32 -0.8 0 0.57 0.15 0.09 
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第５章(Chapter 5) 
A Public Philosophical Note on Economic Transactions 
Hikari Ishido 
1. Introduction: the necessity to address conceptual issues in economics 
This brief chapter makes a public philosophical overview of economic transactions. 
Economic issues can be loosely categorized into two kinds: empirical ones and 
conceptual ones. The main focus of this essay belongs to the latter, i.e., the issue of 
economic conceptualisation. More specifically, the validity of economics as public 
philosophy is addressed in what follows, from the perspective of whether the subject’s 
main concepts cover humans’ economic daily life in a sufficient manner. Put differently, 
whether the science of economics merits the status of a public philosophy is at issue 
here. This investigation is sound, given that the former empirical issues can only be 
given an appropriate framework on the basis of the latter, i.e., the issue of economic 
conceptualisation. 
 
2. “Public” as defined by the mainstream “Neoclassical economics” 
Based on our mundane observation, we take it for granted almost unconsciously that the 
sphere of our life-related activities can be divided into “private” sphere and “official” 
one in a mutually exclusive manner. The term “public”, though, can be considered as 
referring to something in between “private” and “official”. Namely, “public sphere” 
serves as an intermediate sphere extant in between private and official spheres. 
Contemporary economics has “public economics” as its branch, yet it specifically 
addresses the government sector’s economic activities spending taxes collected, rather 
than discussing a society’s potential for its peaceful functioning as a whole. These all 
boil down to the statement that there is a need to consider “economics as public 
philosophy”. 
The existing and relevant concept, “public goods”, is defined as those goods 
with the two properties of “non-rivalry” among their consumers and 
“non-excludability” of non-purchasers thereof. Logically, its antonym, “private goods”, 
refers to those goods with “rivalry” and/or “excludability” characters. Post-modernistic 
thinking including most notably complexity economics, though, makes it impossible to 
distinguish these two categories of goods, even at the conceptual level. 
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3. “Narrow-mindedness” of the mainstream neoclassical economics after Adam 
Smith 
Within his profession as a teacher of moral philosophy, Adam Smith developed an 
embryonic argument to be seen today as economics. His argument can be succinctly 
stated as follows: “people’s selfish pursuit of personal gain concurs to the public good 
of society” as if guided by invisible hands. In other words, altruism results unexpectedly. 
Smith’s (1776) successors had honed his argument to come up with the wrong 
conception that “self-interested people have the inerrancy in achieving the best level of 
self satisfaction (or utility)”. This is the usual homo economicus assumption employed 
in standard economic analyses. Economic people are assumed to be perfectly rational. 
Thus, the “value-neutral”, or “positive” as opposed to “normative”, definition of the 
economics had been established: “economics is the science as to the most efficient 
allocation of scarce resources”. Notorious among all the economic criteria of efficiency 
is the term “Pareto optimality” (after an Italian engineer-turned economist), which is the 
most desirable state of the economic society such that “no-one can be made better off 
without making at least one person worse-off in terms of the level of self-satisfaction 
(or utility)”.  
Pareto optimality, however, is an efficiency criterion, not a fairness criterion. 
Amartya Sen’s (1982) critique of neoclassical economics’ implicit “survival 
assumption” of all economic agents is pertinent here. From this perspective, the 
contemporary economics is built upon a narrow information base, in that it has no 
attention to whether or not the participating individuals can literally survive the game of 
economic transactions. This translates directly into the contemporary economics’ 
inability to address “public” in its true sense of the word, since the notion of “public” 
should concern people’s subsistence or survival condition, which is a normative 
question.  
Kennes Arrow, one of a few theoretical contributors to making the economics 
merely a positive science, has propounded so-called Arrow’s Impossibility Theorem 
(Arrow, 1951), which claims that it is impossible to come up with a socially consistent 
value system through democratically aggregating individuals’ diversified personal value 
system. In an important sense, normative arguments cannot be made at the societal level 
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without compromising on impartiality.  
 
In order for the Arrow’s Impossibility Theorem to hold, however, a strong theoretical 
assumption has to be made, i.e., individuals’ value systems are time-consistent and not 
influenced by other individuals’ economic choices. 23
 
 This is a highly modern as 
opposed to post-modernistic premise. In actuality, interaction of individuals cause their 
respective “utility” or perception of their own extent of economic satisfaction to change 
instantaneously. Put differently, utility is acquired a posteriori as a result of interaction 
among economic agents. And this process is highly non-deterministic, or stochastic, in 
human perception. 
4. Post-modern view: “bounded rationality” and “complexity” 
Herbert Simon’s (1947) “human bounded rationality” supposition is sound, for the 
contextual rather than predetermined character of choices dictates individuals’ choice 
behaviours. His argument stands at odds with the mainstream neoclassical economics in 
his assertion that individuals’ preferences, to which their respective choice behaviours 
are subject, interact among themselves for incessant changes. Although treated as just 
an alternative view, Simon’s theory implies a potential breakthrough out of the current 
theoretical impasse represented by Arrow’s Impossibility Theorem. 
From a methodological perspective, neoclassicism is characterized by the term 
“reductionism” or the tendency to decompose the whole into countable parts for 
analysis, whereas casual observations suggest the existence of “non-reducible” factors 
including interactions (or causal “loops”) among those components which comprise the 
whole, and also between the whole and its components. The “complexity” science 
captures these interactions in its “glocal”24
                                                   
23 “Bandwagon effect” is the term loosely used in contemporary economics for referring 
to individuals’ change in choice behaviour because of the change of their rivals’ choice 
behaviour. This interactive effect, though, is treated as an exception rather than as the 
governing norm of economic agents. 
 consideration, hence merits the status of a 
post-modernistic world view for the third millennium. From this perspective, our 
society cannot be perceived correctly, let alone controlled, by humans using a set of 
countable focal points on the basis of methodological “reductionism”. 
24 This is a new term coined to refer to both “global” and “local” at the same time. 
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The complexity science, though, does not provide the very reason why our 
society functions in a not-so-random manner: there is at least a modicum of “order” 
observed in our society. Two factors can be considered as the source of our society’s 
order (albeit limited): human capability for perceiving the “essence” of things 
surrounding them, and the “natural” endowment of economically useful resources. 
 
5. A Proposal: public philosophy of economics with a serious view on “common 
grace”  
Given that both human perception of the essence (although limited in ability) and the 
“natural” endowment of economic resources (solar energy, water, air, soil and, all the 
physical matters after all) essential for operating our economic society, have been 
sustained somewhat “exogenously”, or from outside our human effort, humans should 
take these as “common grace” granted by “transcendental being” (or God in religion). 
“Common grace” in Christianity belongs to the sphere of “belief” and not to that of 
verifiable “proposition”, yet logically (or “apologetically”), this sort of deductive 
reasoning starting argument from the first principle to empirical observations is well 
valid along with inductive reasoning with empirical observations as the entry point.  
To sum up, the contemporary economics has lost the orientation to take the 
holistic approach towards achieving human welfare. With only efficiency (or positive) 
arguments as its core method, it cannot claim the status of public philosophy replete 
with equity (or normative) arguments. Economics as a public philosophy has to give its 
serious consideration to the “common grace” of various forms including our perceptive 
ability and productive resources. Public philosophy should be open to the public for use 
in our daily life, not in the hands of those inclined to conceptualize things more than is 
needed. 
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Data Compilation: Categorization of typical patterns of GATS commitment by 
APEC economies 
 
The delay in the WTO-based liberalization of trade in services (LTS) is well 
recognized. The following tables are the APEC member economies’ status quo of 
commitments based on the Commitment Tables submitted in 2003 by each of the 
APEC members under the WTO’s General Agreement on Trade in Services (GATS). 
As seen, there indeed is “diversity” in their level of commitments in terms both of the 
four service modes and market access (MA)/national treatment (NT). Service trade 
classification is listed in the Appendix. Detailed analyses of these tables are much 
awaited, especially since there have been just a few analytical investigations into the 
pattern of LTS. 
 
Table 1. Australia 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
02.A. Postal Services, 02.C. Telecommunication Services, 02.E. Other, 
03.E. Other, 04.E. Other, 05.A. Primary Education Services, 05.D. Adult 
Education, 06.D. Other, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.C. Social 
Services, 08.D. Other, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.C. 
Libraries, archives, museums and other cultural services, 11.B. Internal 
Waterways Transport, 11.D. Space Transport, 11.I. Other Transport Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
07.A. All Insurance and Insurance-related Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.A. Professional Services 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
02.A. Postal Services, 02.C. Telecommunication Services, 02.E. Other, 
03.E. Other, 04.E. Other, 05.A. Primary Education Services, 05.D. Adult 
Education, 06.D. Other, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.C. Social 
Services, 08.D. Other, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.C. 
Libraries, archives, museums and other cultural services, 11.B. Internal 
Waterways Transport, 11.D. Space Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 2. Canada 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.C. Research and Development Services, 01.F. Other Business Services, 
02.B. Courier Services, 02.D. Audiovisual Services, 03.A. General 
Construction Work for Building, 03.B. General Construction work for Civil 
Engineering, 03.C. Installation and Assembly Work, 03.D. Building 
Completion and Finishing Work, 04.A. Commission Agents' Services, 04.D. 
Franchising, 07.A. All Insurance and Insurance-related Services, 09.A. 
Hotels and Restaurants, 09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services, 
11.E. Rail Transport Services, 11.F. Road Transport Services, 11.H. Services 
Auxiliary to All Modes of Transport 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 11.C. Air Transport Services 
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Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.B. Computer and Related Services, 04.E. Other 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
02.A. Postal Services, 02.C. Telecommunication Services, 02.E. Other, 03.E. 
Other, 05.A. Primary Education Services, 05.B. Secondary Education 
Services, 05.C. Higher Education Services, 05.D. Adult Education, 07.B. 
Banking and Other Financial Services, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 
08.B. Other Human Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 
09.C. Tourist Guides Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 
10.B. News Agency Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other 
cultural services, 10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. 
Other, 11.A. Maritime Transport Services, 11.B. Internal Waterways 
Transport, 11.D. Space Transport, 11.G. Pipeline Transport, 11.I. Other 
Transport Services 
 
 
Table 3. Japan 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.C. 
Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 01.E. 
Rental/Leasing Services without Operators, 01.F. Other Business Services, 
02.B. Courier Services, 02.C. Telecommunication Services, 04.A. 
Commission Agents' Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. 
Retailing Services, 04.D. Franchising, 05.D. Adult Education, 07.A. All 
Insurance and Insurance-related Services, 09.B. Travel Agencies and Tour 
Operators Services, 10.B. News Agency Services, 11.G. Pipeline Transport, 
11.H. Services Auxiliary to All Modes of Transport 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
05.A. Primary Education Services, 05.B. Secondary Education Services, 
05.C. Higher Education Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
02.A. Postal Services, 02.E. Other, 03.E. Other, 04.E. Other, 05.E. Other 
Education Services, 06.D. Other, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.C. 
Social Services, 08.D. Other, 09.D. Other, 10.E. Other, 11.D. Space 
Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
Table ４. New Zealand 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.C. 
Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 01.E. 
Rental/Leasing Services without Operators, 01.F. Other Business Services, 
02.B. Courier Services, 04.A. Commission Agents' Services, 07.A. All 
Insurance and Insurance-related Services, 07.B. Banking and Other 
Financial Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
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Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
02.A. Postal Services, 02.E. Other, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. 
Retailing Services, 04.D. Franchising, 04.E. Other, 05.A. Primary Education 
Services, 05.B. Secondary Education Services, 05.C. Higher Education 
Services, 05.D. Adult Education, 05.E. Other Education Services, 06.A. 
Sewage Services, 06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and 
Similar Services, 06.D. Other, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. 
Other Human Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.B. 
Travel Agencies and Tour Operators Services, 09.C. Tourist Guides 
Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.B. News Agency 
Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other cultural services, 
10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. Other, 11.A. 
Maritime Transport Services, 11.B. Internal Waterways Transport, 11.C. Air 
Transport Services, 11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport Services, 
11.F. Road Transport Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.H. Services 
Auxiliary to All Modes of Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table ５. Singapore 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.C. 
Research and Development Services, 01.F. Other Business Services, 02.B. 
Courier Services, 02.C. Telecommunication Services, 07.A. All Insurance 
and Insurance-related Services, 11.A. Maritime Transport Services, 11.H. 
Services Auxiliary to All Modes of Transport 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.D. Real Estate Services, 01.E. Rental/Leasing Services without 
Operators, 02.A. Postal Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 
03.A. General Construction Work for Building, 03.B. General Construction 
work for Civil Engineering, 03.C. Installation and Assembly Work, 03.D. 
Building Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.A. Commission 
Agents' Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. Retailing Services, 
04.D. Franchising, 04.E. Other, 05.A. Primary Education Services, 05.B. 
Secondary Education Services, 05.C. Higher Education Services, 05.D. 
Adult Education, 05.E. Other Education Services, 06.A. Sewage Services, 
06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and Similar Services, 
06.D. Other, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. Other Human 
Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.A. Hotels and 
Restaurants, 09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services, 09.C. 
Tourist Guides Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.B. 
News Agency Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other 
cultural services, 10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. 
Other, 11.B. Internal Waterways Transport, 11.C. Air Transport Services, 
11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport Services, 11.F. Road Transport 
Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.I. Other Transport Services 
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Table ６. USA 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.D. 
Real Estate Services, 01.E. Rental/Leasing Services without Operators, 
02.A. Postal Services, 02.B. Courier Services, 02.C. Telecommunication 
Services, 04.A. Commission Agents' Services, 04.D. Franchising, 05.D. 
Adult Education, 05.E. Other Education Services, 06.A. Sewage Services, 
06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and Similar Services, 
06.D. Other, 07.A. All Insurance and Insurance-related Services, 07.B. 
Banking and Other Financial Services, 09.C. Tourist Guides Services, 09.C. 
Tourist Guides Services, 10.A. Entertainment Services, 10.A. Entertainment 
Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other cultural services, 
10.C. Libraries, archives, museums and other cultural services, 11.E. Rail 
Transport Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.C. Research and Development Services, 02.D. Audiovisual Services, 
02.E. Other, 03.A. General Construction Work for Building, 03.B. General 
Construction work for Civil Engineering, 03.C. Installation and Assembly 
Work, 03.D. Building Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.B. 
Wholesale Trade Services, 04.C. Retailing Services, 04.E. Other, 05.A. 
Primary Education Services, 05.B. Secondary Education Services, 05.C. 
Higher Education Services, 07.C. Other, 08.B. Other Human Health 
Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 10.E. Other, 11.A. Maritime 
Transport Services, 11.B. Internal Waterways Transport, 11.D. Space 
Transport, 11.G. Pipeline Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 7. Chile 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
- 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.E. Rental/Leasing Services without 
Operators, 01.F. Other Business Services, 11.C. Air Transport Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.B. Computer and Related Services, 01.C. Research and Development 
Services, 01.D. Real Estate Services, 02.A. Postal Services, 02.C. 
Telecommunication Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 
03.A. General Construction Work for Building, 03.B. General Construction 
work for Civil Engineering, 03.C. Installation and Assembly Work, 03.D. 
Building Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.A. Commission 
Agents' Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. Retailing Services, 
04.D. Franchising, 04.E. Other, 05.A. Primary Education Services, 05.B. 
Secondary Education Services, 05.C. Higher Education Services, 05.D. 
Adult Education, 05.E. Other Education Services, 06.A. Sewage Services, 
06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and Similar Services, 
06.D. Other, 07.A. All Insurance and Insurance-related Services, 07.B. 
Banking and Other Financial Services, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 
08.B. Other Human Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 
09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services, 09.C. Tourist Guides 
Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.B. News Agency 
Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other cultural services, 
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10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. Other, 11.A. 
Maritime Transport Services, 11.B. Internal Waterways Transport, 11.D. 
Space Transport, 11.E. Rail Transport Services, 11.F. Road Transport 
Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.H. Services Auxiliary to All Modes of 
Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 8. Hong Kong China 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
02.B. Courier Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
02.E. Other, 04.A. Commission Agents' Services, 04.E. Other, 05.A. Primary 
Education Services, 05.B. Secondary Education Services, 05.C. Higher 
Education Services, 05.D. Adult Education, 07.C. Other, 08.A. Hospital 
Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.A. Hotels and Restaurants, 
09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.C. Libraries, archives, 
museums and other cultural services, 10.E. Other, 11.A. Maritime Transport 
Services, 11.B. Internal Waterways Transport, 11.D. Space Transport, 11.G. 
Pipeline Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 9. Brunei 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
07.B. Banking and Other Financial Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.E. Rental/Leasing Services without Operators, 11.C. Air Transport 
Services 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.C. Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 01.F. 
Other Business Services, 02.A. Postal Services, 02.C. Telecommunication 
Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 03.A. General 
Construction Work for Building, 03.B. General Construction work for Civil 
Engineering, 03.C. Installation and Assembly Work, 03.D. Building 
Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.A. Commission Agents' 
Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. Retailing Services, 04.D. 
Franchising, 04.E. Other, 05.A. Primary Education Services, 05.B. 
Secondary Education Services, 05.C. Higher Education Services, 05.D. 
Adult Education, 05.E. Other Education Services, 06.A. Sewage Services, 
06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and Similar Services, 
06.D. Other, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. Other Human 
Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.A. Hotels and 
Restaurants, 09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services, 09.C. 
Tourist Guides Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.B. 
News Agency Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other 
cultural services, 10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. 
Other, 11.A. Maritime Transport Services, 11.B. Internal Waterways 
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Transport, 11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport Services, 11.F. Road 
Transport Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.H. Services Auxiliary to All 
Modes of Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 10. China 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.F. 
Other Business Services, 02.A. Postal Services, 02.C. Telecommunication 
Services, 04.D. Franchising, 04.E. Other, 09.A. Hotels and Restaurants, 
09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services, 11.A. Maritime 
Transport Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
11.B. Internal Waterways Transport, 11.F. Road Transport Services 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.C. Research and Development Services, 01.E. Rental/Leasing Services 
without Operators, 02.B. Courier Services, 02.D. Audiovisual Services, 
02.E. Other, 03.B. General Construction work for Civil Engineering, 03.C. 
Installation and Assembly Work, 03.D. Building Completion and Finishing 
Work, 03.E. Other, 06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and 
Similar Services, 06.D. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. Other Human 
Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.C. Tourist Guides 
Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.B. News Agency 
Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other cultural services, 
10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. Other, 11.D. Space 
Transport, 11.E. Rail Transport Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.H. 
Services Auxiliary to All Modes of Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 11. Indonesia 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
07.B. Banking and Other Financial Services, 09.A. Hotels and Restaurants, 
10.A. Entertainment Services, 11.A. Maritime Transport Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.C. 
Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 01.E. 
Rental/Leasing Services without Operators 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.F. Other Business Services, 02.A. Postal Services, 02.C. 
Telecommunication Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 
03.D. Building Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.A. 
Commission Agents' Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. 
Retailing Services, 04.D. Franchising, 04.E. Other, 05.A. Primary Education 
Services, 05.B. Secondary Education Services, 05.C. Higher Education 
Services, 05.D. Adult Education, 05.E. Other Education Services, 06.A. 
Sewage Services, 06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and 
Similar Services, 06.D. Other, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. 
Other Human Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.B. 
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Travel Agencies and Tour Operators Services, 09.C. Tourist Guides 
Services, 09.D. Other, 10.B. News Agency Services, 10.C. Libraries, 
archives, museums and other cultural services, 10.D. Sporting and Other 
Recreational Services, 10.E. Other, 11.B. Internal Waterways Transport, 
11.C. Air Transport Services, 11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport 
Services, 11.F. Road Transport Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.H. 
Services Auxiliary to All Modes of Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 12. Korea 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.F. 
Other Business Services, 02.B. Courier Services, 02.C. Telecommunication 
Services, 04.D. Franchising, 06.D. Other, 11.C. Air Transport Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.D. Real Estate Services, 02.A. Postal Services, 02.D. Audiovisual 
Services, 02.E. Other, 03.B. General Construction work for Civil 
Engineering, 03.C. Installation and Assembly Work, 03.D. Building 
Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.E. Other, 05.A. Primary 
Education Services, 05.B. Secondary Education Services, 05.C. Higher 
Education Services, 05.D. Adult Education, 05.E. Other Education Services, 
06.C. Sanitation and Similar Services, 07.A. All Insurance and 
Insurance-related Services, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. 
Other Human Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.B. 
Travel Agencies and Tour Operators Services, 09.C. Tourist Guides 
Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.B. News Agency 
Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other cultural services, 
10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. Other, 11.B. Internal 
Waterways Transport, 11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport Services, 
11.G. Pipeline Transport 
 
 
Table 13. Mexico 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.C. 
Research and Development Services, 01.F. Other Business Services, 04.B. 
Wholesale Trade Services, 05.A. Primary Education Services, 05.B. 
Secondary Education Services, 05.C. Higher Education Services, 05.E. 
Other Education Services, 11.F. Road Transport Services, 11.H. Services 
Auxiliary to All Modes of Transport 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
02.D. Audiovisual Services, 03.B. General Construction work for Civil 
Engineering, 03.D. Building Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 
07.B. Banking and Other Financial Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
 81 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.D. Real Estate Services, 02.B. Courier Services, 02.C. 
Telecommunication Services, 02.E. Other, 03.C. Installation and Assembly 
Work, 04.A. Commission Agents' Services, 04.C. Retailing Services, 04.D. 
Franchising, 04.E. Other, 05.D. Adult Education, 06.A. Sewage Services, 
06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and Similar Services, 
06.D. Other, 07.C. Other, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.A. Hotels 
and Restaurants, 09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services, 09.C. 
Tourist Guides Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.B. 
News Agency Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other 
cultural services, 10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. 
Other, 11.A. Maritime Transport Services, 11.B. Internal Waterways 
Transport, 11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport Services, 11.G. 
Pipeline Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 14. Malaysia 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.E. 
Rental/Leasing Services without Operators, 02.B. Courier Services, 07.A. 
All Insurance and Insurance-related Services, 07.B. Banking and Other 
Financial Services, 08.A. Hospital Services, 11.A. Maritime Transport 
Services, 11.H. Services Auxiliary to All Modes of Transport 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.C. Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 
02.A. Postal Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 03.A. 
General Construction Work for Building, 03.B. General Construction work 
for Civil Engineering, 03.C. Installation and Assembly Work, 03.D. Building 
Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.A. Commission Agents' 
Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. Retailing Services, 04.D. 
Franchising, 04.E. Other, 05.A. Primary Education Services, 05.B. 
Secondary Education Services, 05.C. Higher Education Services, 05.D. 
Adult Education, 05.E. Other Education Services, 06.A. Sewage Services, 
06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and Similar Services, 
06.D. Other, 07.C. Other, 08.B. Other Human Health Services, 08.C. Social 
Services, 08.D. Other, 09.A. Hotels and Restaurants, 09.B. Travel Agencies 
and Tour Operators Services, 09.C. Tourist Guides Services, 09.D. Other, 
10.B. News Agency Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other 
cultural services, 10.D. Sporting and Other Recreational Services, 10.E. 
Other, 11.B. Internal Waterways Transport, 11.C. Air Transport Services, 
11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport Services, 11.F. Road Transport 
Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 15. Papua New Guinea 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.F. 
Other Business Services, 02.A. Postal Services, 02.B. Courier Services, 
07.B. Banking and Other Financial Services, 09.A. Hotels and Restaurants, 
11.A. Maritime Transport Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
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Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.C. Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 
01.E. Rental/Leasing Services without Operators, 02.C. Telecommunication 
Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 03.C. Installation and 
Assembly Work, 03.D. Building Completion and Finishing Work, 03.E. 
Other, 04.A. Commission Agents' Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 
04.C. Retailing Services, 04.D. Franchising, 04.E. Other, 05.A. Primary 
Education Services, 05.B. Secondary Education Services, 05.C. Higher 
Education Services, 05.D. Adult Education, 05.E. Other Education Services, 
06.A. Sewage Services, 06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation 
and Similar Services, 06.D. Other, 07.A. All Insurance and Insurance-related 
Services, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. Other Human Health 
Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.B. Travel Agencies and 
Tour Operators Services, 09.C. Tourist Guides Services, 09.D. Other, 10.A. 
Entertainment Services, 10.B. News Agency Services, 10.C. Libraries, 
archives, museums and other cultural services, 10.D. Sporting and Other 
Recreational Services, 10.E. Other, 11.B. Internal Waterways Transport, 
11.C. Air Transport Services, 11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport 
Services, 11.F. Road Transport Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.H. 
Services Auxiliary to All Modes of Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 16. Peru 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
02.B. Courier Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.E. Rental/Leasing Services without 
Operators, 01.F. Other Business Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 
09.A. Hotels and Restaurants, 10.A. Entertainment Services, 10.D. Sporting 
and Other Recreational Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.B. Computer and Related Services, 01.C. Research and Development 
Services, 01.D. Real Estate Services, 02.A. Postal Services, 02.C. 
Telecommunication Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 
03.A. General Construction Work for Building, 03.B. General Construction 
work for Civil Engineering, 03.C. Installation and Assembly Work, 03.D. 
Building Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.A. Commission 
Agents' Services, 04.C. Retailing Services, 04.D. Franchising, 04.E. Other, 
05.A. Primary Education Services, 05.B. Secondary Education Services, 
05.C. Higher Education Services, 05.D. Adult Education, 05.E. Other 
Education Services, 06.A. Sewage Services, 06.B. Refuse Disposal Services, 
06.C. Sanitation and Similar Services, 06.D. Other, 07.B. Banking and Other 
Financial Services, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. Other 
Human Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.B. Travel 
Agencies and Tour Operators Services, 09.C. Tourist Guides Services, 09.D. 
Other, 10.B. News Agency Services, 10.C. Libraries, archives, museums and 
other cultural services, 10.E. Other, 11.C. Air Transport Services, 11.D. 
Space Transport, 11.E. Rail Transport Services, 11.F. Road Transport 
Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.H. Services Auxiliary to All Modes of 
Transport, 11.I. Other Transport Services 
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Table 17. Philippines 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.E. Rental/Leasing Services without Operators, 02.A. Postal Services, 
07.B. Banking and Other Financial Services, 11.A. Maritime Transport 
Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.C. 
Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 02.C. 
Telecommunication Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 
03.A. General Construction Work for Building, 03.B. General Construction 
work for Civil Engineering, 03.C. Installation and Assembly Work, 03.D. 
Building Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.A. Commission 
Agents' Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. Retailing Services, 
04.D. Franchising, 04.E. Other, 05.A. Primary Education Services, 05.B. 
Secondary Education Services, 05.C. Higher Education Services, 05.D. 
Adult Education, 05.E. Other Education Services, 06.A. Sewage Services, 
06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. Sanitation and Similar Servicesm, 
06.D. Other, 07.A. All Insurance and Insurance-related Services, 07.C. 
Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. Other Human Health Services, 08.C. 
Social Services, 08.D. Other, 09.A. Hotels and Restaurants, 09.B. Travel 
Agencies and Tour Operators Services, 09.D. Other, 10.A. Entertainment 
Services, 10.B. News Agency Services, 10.C. Libraries, archives, museums 
and other cultural services, 10.D. Sporting and Other Recreational Services, 
10.E. Other, 11.B. Internal Waterways Transport, 11.D. Space Transport, 
11.G. Pipeline Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 18. Thailand 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
02.B. Courier Services, 07.B. Banking and Other Financial Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
07.A. All Insurance and Insurance-related Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
11.C. Air Transport Services 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.C. Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 
02.A. Postal Services, 02.D. Audiovisual Services, 02.E. Other, 03.D. 
Building Completion and Finishing Work, 03.E. Other, 04.B. Wholesale 
Trade Services, 04.C. Retailing Services, 04.D. Franchising, 04.E. Other, 
05.C. Higher Education Services, 05.D. Adult Education, 05.E. Other 
Education Services, 07.C. Other, 08.A. Hospital Services, 08.B. Other 
Human Health Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.D. Other, 
10.A. Entertainment Services, 10.B. News Agency Services, 10.D. Sporting 
and Other Recreational Services, 10.E. Other, 11.B. Internal Waterways 
Transport, 11.D. Space Transport, 11.G. Pipeline Transport, 11.I. Other 
Transport Services 
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Table 19. Chinese Taipei 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.C. 
Research and Development Services, 01.D. Real Estate Services, 01.E. 
Rental/Leasing Services without Operators, 01.F. Other Business Services, 
02.A. Postal Services, 02.B. Courier Services, 02.C. Telecommunication 
Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. Retailing Services, 04.D. 
Franchising, 05.E. Other Education Services, 08.B. Other Human Health 
Services, 09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services, 10.B. News 
Agency Services, 10.D. Sporting and Other Recreational Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
07.B. Banking and Other Financial Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
- 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
02.E. Other, 04.A. Commission Agents' Services, 04.E. Other, 05.A. Primary 
Education Services, 05.B. Secondary Education Services, 05.C. Higher 
Education Services, 05.D. Adult Education, 07.C. Other, 08.A. Hospital 
Services, 08.C. Social Services, 08.D. Other, 09.A. Hotels and Restaurants, 
09.D. Other, 10.A. Entertainment Services, 10.C. Libraries, archives, 
museums and other cultural services, 10.E. Other, 11.A. Maritime Transport 
Services, 11.B. Internal Waterways Transport, 11.D. Space Transport, 11.G. 
Pipeline Transport, 11.I. Other Transport Services 
 
 
Table 20. Vietnam 
Mode 1-3 free (for 
both MA/NT) 
01.A. Professional Services, 01.B. Computer and Related Services, 01.C. 
Research and Development Services, 01.E. Rental/Leasing Services without 
Operators, 01.F. Other Business Services, 02.A. Postal Services, 04.D. 
Franchising, 07.A. All Insurance and Insurance-related Services, 09.A. 
Hotels and Restaurants, 09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services 
Modes 1-2 restricted 
(for both MA/NT) 
02.C. Telecommunication Services, 11.F. Road Transport Services 
Mode 3 restricted 
(for both MA/NT) 
08.A. Hospital Services 
Modes 1-3 restricted 
(for both MA/NT) 
01.D. Real Estate Services, 02.E. Other, 03.E. Other, 04.A. Commission 
Agents' Services, 04.B. Wholesale Trade Services, 04.C. Retailing Services, 
04.E. Other, 05.A. Primary Education Services, 05.D. Adult Education, 
05.E. Other Education Services, 06.B. Refuse Disposal Services, 06.C. 
Sanitation and Similar Services, 07.B. Banking and Other Financial 
Services, 07.C. Other, 08.B. Other Human Health Services, 08.C. Social 
Services, 08.D. Other, 09.C. Tourist Guides Services, 09.D. Other, 10.B. 
News Agency Services, 10.C. Libraries, archives, museums and other 
cultural services, 10.E. Other, 11.D. Space Transport, 11.E. Rail Transport 
Services, 11.G. Pipeline Transport, 11.I. Other Transport Services 
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Appendix: List of Service sectors administered by GATS 
 
01. Business Services 
01.A. Professional Services 
01.B. Computer and Related Services 
01.C. Research and Development Services 
01.D. Real Estate Services 
01.E. Rental/Leasing Services without Operators 
01.F. Other Business Services 
HC - Horizontal Commitments 
 
02. Communication Services 
02.A. Postal Services 
02.B. Courier Services 
02.C. Telecommunication Services 
02.D. Audiovisual Services 
02.E. Other 
HC - Horizontal Commitments 
 
03. Construction and Related Engineering Services 
03.A. General Construction Work for Building 
03.B. General Construction work for Civil Engineering 
03.C. Installation and Assembly Work 
03.D. Building Completion and Finishing Work 
03.E. Other 
 
04. Distribution Services 
04.A. Commission Agents' Services 
04.B. Wholesale Trade Services 
04.C. Retailing Services 
04.D. Franchising 
04.E. Other 
 
05. Educational Services 
05.A. Primary Education Services 
05.B. Secondary Education Services 
05.C. Higher Education Services 
05.D. Adult Education 
05.E. Other Education Services 
 
06. Environmental Services 
06.A. Sewage Services 
06.B. Refuse Disposal Services 
06.C. Sanitation and Similar Services 
06.D. Other 
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07. Financial Services 
07.A. All Insurance and Insurance-related Services 
07.B. Banking and Other Financial Services 
07.C. Other 
 
08. Health Related and Social Services 
08.A. Hospital Services 
08.B. Other Human Health Services 
08.C. Social Services 
08.D. Other 
 
09. Tourism and Travel Related Services 
09.A. Hotels and Restaurants 
09.B. Travel Agencies and Tour Operators Services 
09.C. Tourist Guides Services 
09.D. Other 
 
10. Recreational, Cultural and Sporting Services 
10.A. Entertainment Services 
10.B. News Agency Services 
10.C. Libraries, archives, museums and other cultural services 
10.D. Sporting and Other Recreational Services 
10.E. Other 
 
11. Transport Services 
11.A. Maritime Transport Services 
11.B. Internal Waterways Transport 
11.C. Air Transport Services 
11.D. Space Transport 
11.E. Rail Transport Services 
11.F. Road Transport Services 
11.G. Pipeline Transport 
11.H. Services Auxiliary to All Modes of Transport 
11.I. Other Transport Services 
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